




教員養成制度に関する調査研究報告書

一教員養成制度の現状と問題点一
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Ｉはじめに

国立大学協会においては，従来第７常置委員会が教員養成制度，教育系大学・学部に関する問

題を扱って来たが，昨年第７常置委員会を発展的に解消し，代って教員養成制度特別委員会が設

けられた。この特別委員会は教員養成を主としておこなう大学のみでなく，ひろく各大学から委

員を選出して，大学全般からの視野から，教員養成制度の問題を検討することを目的とし，各地

区から３名づつの委員,合計１８名の学長ならびに教員委員から構成されている。委員会は，その

発足にあたって，第７常置委員会の業績，ことに第７常置委員会が最後におこなった教員養成制

度に関するアンケート調査およびそれに.もとづく（中,間報告案昭和45年11月）を十分に検討し，

かつ，教員養成制度が当面する諸情況ならびに諸問題について基本的な意見交換を重ねた結果，

まず，教員養成制度の現状と問題点をできるだけ系統的かつ客観的に調査し，それを国立大学協

会の立場で，いわば白書的にとりまとめる仕事から着手することを決定した。けだし，わが国の

教員養成制度は現在多くの問題を包蔵していると考えられるが，何よりもまず，われわれ自身，

ひいては多くの人点にその具体的な実情についての認識を徹底せしめることは，今後問題の解決

を志向するうえに，もっとも基本的な事柄であると思われたからである。委員会は，一般大学・

学部に対するアンケート調査をこころ染，その結果を集積・分析する一方，教員委員による小委

員会を設け，教員養成制度の現状と問題点の原案をとりまとめ，ついで委員会としての全体的討

議をへて一応の成案を得たので，これについて各大学の意見を徴し，さらにこれを修正してここ

に特別委員会報告としてこれを公表するものである。委員会としては，この報告を基礎に，今

後，具体的なひとつひとつの問題点について検討をふかめ，それらの改革，改善について，提

案，要望，所見の公表などをかさねてゆきたいと考えている。
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教員養成制度特別委員会名簿

(昭和47年11月現在）

○は小委員

長
員

員

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
摩

員委
委

臨

○飯島宗一

船山謙次

黒沢誠

○岩下新太郎

○大田堯

鎌田正宣

石田寿老

芦田淳

○野村敬造

井上友治

○池田進

戸田義郎

岸田武夫

谷口澄夫

山本傳

池田数好

○小野潤

○末吉悌次

広島大

北海道教育大

岩手大

東北大

東京大

東京学芸大

埼玉大

名古屋大

金沢大

愛知教育大

京都大

神戸大

京都教育大

岡山大

福岡教育大

九州大

大分大

広島大学名誉教授

(注）藤吉前福岡教育大学長は，昭和47年２月19日まで，また和達前埼玉

大学長は委員として，昭和47年８月５日まで在任。末吉広島大学名

誉教授は教員委員として，昭和47年３月31日まで在任し，その後臨

時委員を委嘱。
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Ｉ教員養成制度の理念―その形成と変遷一

1）日本における教員養成制度

「教員の養成を大学でおこなう」とする思想は，わが国では比較的あたらしいものである。公

的な場でこのことが最初に表現されたのは，昭和21年（1946）１２月教育刷新委員会第17回総会に

提出された第５特別委員会の中間報告案においてであって，そこには「教員の養成は，総合大学

及び単科大学に教育学科をおいてこれを行う」という条項があり，わが国の教員養成の基本的な

あり方を示している。戦前の教員菱成制度改革の動向のなかには，改革の方向について二つのも

のがあった。すなわち，教員の目的養成を維持しながら，師範学校をまず専門学校に，次いで大

学のレベルに昇格させようとする動きと，特別な教員養成機関を廃して，開放制の方向をとろう

とするものとである。後者は，たとえば，昭和６年(1931）の「教育研究会」（会長近衛文磨）案

など，ごく一部で論じられたにとどまり，一般には前者の考え方が有力であった。終戦直後の教

育改革のなかでの，教員養成制度改革についての動きにも，この両論が存在していたが，戦前に

比べると，前仙述の教育刷新委員会第５特別委員会案のように，教員養成を大学でおこなおうとす

る考え方がつよくなったことは否定できない。そして，戦後の教員養成制度の改革は，上述の二

つの考え方の妥協案ないし刷新委員会の主流的な考え方からすると，現状と理想案との折衷的な

しのとして成立したということができる。教育刷新委員会の論義の経過から見ると，教員養成を

大学でおこなうという原則は最後まで有力であったが，教員養成大学（テイチヤーズ･カレッジ）

案をおすＣ・Ｉ．Ｅ，および文部省の新制国立大学実施要項など，教員養成のための学部を主張す

る意見にある程度妥協し，新制大学における教員養成体制が発足することとなった。

こうした戦後の教員養成制度の改革過程で生じた理念と現実とのギャップは，種を困難な問題

を包蔵していたのであるが，1950年（昭和25年）代以後になると，それらの問題の処理をめぐっ

て,早くも手なおしが加えられることになった。その端緒のひとつとなるのは,昭和25年(1950年）

11月の政令改正諮問委員会の答申である。この答申は，戦後の教育改革が理想を追うのに急であ

るとし，わが国の国力と国情に合し，真に教育効果をあげることができるような，合理的教育制

度への改善を目的としたものであった。そのなかには，高等学校（３年）と大学の２年左たは３
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年をあわせた，５年制，または６年制の「専修大学」のひとつとして「教育専修大学」が提案さ

れている。この案には，日本教育大学協会をふくめて各方面の反対がつよく，結局実現を見なか

ったとはいえ，ここに再び，教員を菱成するための，特別な教育施設を主張する考え方が登場し

てくることになる。さらに昭和33年（1958）７月には，その後の教員養成制度に決定的な影響を

与えた，中央教育審議会第１l特別委員会の「教員養成制度の改善について」の答申がおこなわれ

た。この答申では，「教員養成の基本方針」として，「国の定める基準によって大学において行う

ものとする。この基準に基き必要に応じて国は教員養成を目的とする大学を設置し，または公私

立大学について認定する」とのべられており，ここに「目的大学」の発想が判然表明されている

ことが注目される。

その後，昭和37年（1962)，教育職員養成審議会が，さきの中央教育審議会答申の線に沿って，

教員養成制度の専門的・具体的な再検討をおこない，昭和39年（1964）には，「教員養成のため

の教育課程の基準について」の案を提示した。これと平行して行政レベルでは，教員養成の計画

化が着台と実施されていった。たとえば，昭和36年（1961）「国立工業教員養成所の設置等に関

する臨時措置法｣，昭和38年（1963)，「教員養成大学・学部」を課程一一学科目制をとる大学と

し，昭和39年（1964）いわゆる省令カリキュラムが実施され，さらに昭和40年（1965）から41年

にかけて，大部分の学芸大学，学芸学部は，「教育大学」「教育学部」に改称された。

以上のような戦後から今日までの推移を通観すると，「教員養成を大学で行う」という思想は，

名目上大学と名のつく場において教員養成が行なわれるという限りにおいて実現されたものの，

それが本質的な意味で定着するに至らぬまま，再び教育の中央集権的画一化を指向する，閉鎖的

な教員養成ないし研修機関の構想が復活し，反動と混迷をふかめつつあるように思われる。その

状況は，種☆の理由と背景によってもたらされたものであるが，差し当り次の諸点を指摘してお

く必要があろう。

①教員養成制度の改革に，教員の待遇を画期的にひき上げるという措置がともなわなかった

こと。教員の待遇，処遇の改善によって，資質と意慾にとんだ教員志望者を生みだすべき条件を

ととのえぬまま，教員の需要を対策的にみたそうとすれば，いわゆる計画養成が必要になる。

②新制大学の発足とその後の整備にあたって，十分な大学教員の確保およびその育成が困難

であると考えられ，また大学の内容の充実のための全面的な財政的処置は不可能であると看倣さ

れて，一般大学より規模の小さい「目的大学」の設置が現実的であると考えられたこと。そのた

め，多くの新制大学の本格的整備はややもすれば等閑祝され，あるいは格差の枠づけをまぬがれ
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ない運命におかれるに至った。

③権力をふくむあらゆる外的な圧力の干渉から自由なところで学問をすることの実感を身に

つけることが，あらゆる専門的な学問分野の研究者および専門的職業人になるための前提として

存在していて，それが大学教育の存在理由であるという思想が，わが国では比較的弱かった。

｢帝国大学」を中心とする日本の大学，ことに官学が，いわゆる最高学府として，－面ではドイ

ツ風のアカデミズムの場である様相をおびながら，実際には，官吏その他の支配層養成の役割を

果たして来たという歴史的事情にも由来する。

④このことと無関係ではないが，大学のもつ閉鎖性と画一性，学閥による繩ばり意識。大学

に格差があり，しかも真の個性を欠いているという事実。このような大学のあり方を改革しない

限り，いかなる大学であってもすぐれた教師の養成には不適格であり，また事実，こうした大学

ほど，比較相対的に社会的地位の低い教員の養成に無関心で，「大学における教員養成」という

思想を受け入れる姿勢を欠きがちである。

2）欧米における教員養成制度

欧米においても，「教員の養成は大学で」という思想は，長い模索の結果，ようやく定着をみ

ようとしているといってよい。

ヨーロッパでは，歴史的な理由によって，複線型の学校体系が存在しており，それを克服する

ことが今世紀に入っての，とりわけ第二次世界大戦後の各国の課題であったということができ

る。イギリスでは，1944年のマクネア報告，それにもとづく1944年の「教員養成法」によって，

教員養成を大学でおこなうという原則は大きく前進し，地域教員養成機構を通じて，小学校教員

を養成してきたカレッジは，大学（ユニバーシティ）の管理下にくみこまれた。1963年のロピン

ス報告では，従来の教員養成のためのカレッジそのものを大学と同じレベルに引き上げることが

提案されている。重要なことは，単に大学の名目を得るということではなく，教員養成の学科内

容とその管理が大学の管理のもとにおかれているということである。カリキュラムは各カレッジ

が決めて，地域教員養成機構に属する大学の承認によって確定する。また，目下のところ，なお

大学（ユニバーシティ）レベルに達しないとされるカレッジ自身の教員数，教員組織，施設・設

備ともに，わが国の教員養成大学よりもかなりすぐれている。

西ドイツの場合，州によって教員養成の方式に相違があるが，全体としては，教員養成を大学

でおこなう方向に向っている。たとえば，ハンブルグ市の場合，従来の教員養成学校はすべて'、
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ソプルグ大学の中に包摂されて，その教育学部となった。その反面，総合大学とは別個の独立し

た教育大学を構想している州もあるが，教授の質，学位の認定などについて，総合大学と同レベ

ルたらしめようとする方向は否定できない。

フランスの制度は，簡単にのべるにはあまりに複雑であるが，イギリスや西ドイツに比べても

っとも保守的であり，初等教育教員はそのための教員養成機関で養成され，中等教員，ことに伝

統的なリセーの教師は，ほとんど教職課程を欠く，著しくアカデミックな大学の卒業者，教授資

格の所有者，あるいはそれに準ずる資格をもつ人女である。当分，このような教員養成制度がに

わかに変更されるとは考えられない。しかし，フランスには1947年，第二次大戦直後の有名な，

国民教員改革委員会の改革案，ランジュパアン・ワロン計画があり，そこでの教員養成計画では

初等・中等の教員養成の二元化を廃止し，ともに大学レベルの教育を与え，卒業後もより高い試

験資格を渡得しうるような，あたらしいシステムが提案されている。

アメリカは，初等教育教員，中等教育教員の別なく，これを大学において養成することを始め

た最初の国であり，すでに今世紀の始めから，一般の総合大学が教員養成に関し，かなりつよい

関心をもち，今日では初等教育教員の養成にあたっている総合大学がある。かつて，米占領軍が

日本につよく勧告した教員養成大学案のモデルとされたティーチヤーズ・カレッジは，減少しつ

つあり，むしろリベラル・アーツ・カレッジないし一般総合大学で，教育学部を中心に，各専門

学部の協力で行なわれる教員菱成が主流をなしつつあるといってよい。教員養成のための基準の

維持と，教育計画の改善を目的とした地域的な，あるいは全国的な連盟や協会がある。

以上のように，各国とも大学レベルでの教員養成が現実化しつつあると同時に，教員養成のカ

リキュラムが，国家基準によって定められることはない点に注意すべきであろう。
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Ⅲ教育系大学・学部の現状と問題点

1）教育系大学・学部の発足と沿革

戦後の新制大学としての教育系大学・学部は昭和24年に発足し，その大部分のものの母体とな

ったのは戦前の師範系諸学校である。師範学校は明治以来しばしばその改革整備が論ぜられたに

もかかわらずながく中等学校として位置ずけられ，官立専門学校レベルに昇格したのはようやく

昭和18年であった。また青年師範学校は青年学校教員養成所を改組して昭和10年に設置され，昭

和19年に至って官立専門学校程度に昇格した。このように，師範学校・青年師範学校の旧制専門

学校への昇格がおくれ,しかもそれが戦時中であったために,新制大学の構成母体となった他の専

門領域の旧制大学・高専に比べると，師範系諸学校の人的ならびに物的水準には多くの問題があ

り，師範学校・青年師範学校の改組による大学への移行・転換には格別の困難があった。校地の

狭小・不適，校舎の老朽，専門図書の不足，実験・研究設備の貧困などのほか，とくに教官組織

とその内容について薄弱と見倣された点があり，師範学校・青年師範学校の教官を大学教官にく

みかえるにあたり，大学自体の申請段階ですでに相当数を除外したにかかわらず，大学設置審議

会で適格と判定された者は平均してその60％にゑたなかった。これは当時の師範学校・青年師範

学校の教官定員の約1/3に相当し，大学が教官の確保にあたって，いかに多くの困難に逢着し，

また努力をはらったかは推測にかたくない。以上のように，教育系大学・学部は新制大学として

の発足の当初から問題をはらんで出発したのであり，施設設備の整備・充実，教官組織の改善，

学術的研究水準の向上などは重要な課題として後にもちこされるようになったのである。

さらに，教育系大学・学部の大部分は，その母体となった諸種の師範学校の統合融和につとめ

る一方，大学内においては，一般教育や教科専門教育との関連において他の学部・学科との調整

を解決しなければならなかった。結果として，学芸大学７，教育学部26,学芸学部19が構成され

たが，それらのパターンは，それぞれ教育・研究の理念にもとづく諸類型であるというよりも，

より多く発足の諸事情の反映の結果であるといってよい。学芸大学は人口300万以上の都道府県

において，国立大学を二校以上設圃できるという原則により，総合大学への統合が実現しない場

合，師範系諸学校が独立して学芸学部の糸を置く単科大学を組織したものである。この型の学芸
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大学が旧帝国大学の存在する地域に組織された事実は注意に価いする。教育学部と学芸学部は総

合大学へ統合された場合設置を見たもので，その大学に旧制高等学校が包含された場合には教員

養成を主な内容として教育学部を構成し，旧制高等学校が包含されない場合には，一般教育をも

担当して学芸学部が構成された。ｌ日制高等学校が包含された場合，旧制高等学校と旧師範学校の

両系が合流し’１種のリベラル・アーツ型の新しい学部を組織する構想も皆無ではなかったが，

それは結局実現しなかった。それ故，教育学部は教員養成にあたるほか，全学の教職専門教育と

教科専門教育の一部，さらに一般教育の一部を担当する形となった。学芸学部は上にのべた経緯

から教員養成にあたるほか，全学の一般教育を担当した点で教育学部と趣を異にしており，リベ

ラル･アーツ型を志向して教員養成課程と並んで文理課程，学芸課程を併置したものもある。以

上のほか，旧帝国大学および旧文理大を母体とする大学では，教育学・心理学など教育科学の基

礎的な研究と教育を主目的とし，直接教員養成をふくまない，やや別個の教育学部が発足した。

結局のところ,新制大学の発足によって，教員の養成を大学においておこなうという原則は，

形式上実現を見たものの，教員の養成をひろいかつ高度の教養的基盤において構想する考え方

と,教職の専門性の徹底において教員養成を構想する考え方のいずれもが貫徹ないし止揚され

ず，多くの課題と不完全さをのこしたまま，現実との妥協に堕して，一種の教員養成機関の不徹
底な再編に終ったといわなければならない。

2）教育系大学・学部発足直後の状況

教育系大学・学部がその発足ととも仁に内蔵していた問題はその後も容易に解決されなかっ

た。ことに大学教育におけるその位置づけについては別項においてものべるように，根本的には

今日においても未解決である。また人的・施設設備的条件についても改善は必ずしも進展しなか

った。後者に関して昭和25年ころの状況を見ると，同年５月の朝日新聞は国立大学の危機を報じ

て，“師範学校が昇格したところでは教授陣編成に四苦八苦，,とつたえ，“学芸学部の２年コース

だけで4,000坪の校舎を必要とするのに現在の校舎あわせても2,600坪”と施設の不足をとき，

"自然科学系の実験設備，図脅施設の貧困”を指摘している。しかも当時の国家財政の窮乏のた

め，大学改革のための臨時的予算の計上は承とめられず，新制国立大学設置の11原則に「新制国

立大学の組織施設などは差当り現在の組織施設を基本として編成し，逐年これが充実をはかる」

とある。教官研究費についても，旧制の大学，高専，師範学校の区分による積算方式が踏襲され
た。もとより，当時の国立大学の窮状は，教育系大学・学部に限ったことではないが，教育系大
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学・学部の諸条件はとりわけ劣悪であった。

他方，教員需要の反映もあって，教育系大学・学部の負担は他学部に比べ大きかった。この負

担の比較には，多くの点を考慮しなければならないが，そのうちのひとつの重要な要素としての

教官１人当り学生数について例をあげると，たとえばＫ大学の昭和25年の実状では，教育学部学

生定員は４年課程220名，２年課程380名，計600名で，大学の学生総定員（６学部）の43％

を占めながら，教育学部教官数は僅少で，教官１人当り学生数は８．３名であった。これを経済学

部5.5名，法学部1.7名，エ学部2.6名，文理学部0.7名に比べると教育学部の負担の大きさが

推測される。その他，一般に教育学部教官には，免許法関係の認定講習，通信教育，聴講生，研

究生，公開講座等の負担も加わっていたのである。

このような実情に加えて，全国的に見ると教育系への志望学生の減少が現われた。昭和24年度

の教育系への応募者は17,764名で，定員の73.3％，入学者は定員の58％であった。２５年度はや

や好転したものの入学者は定員の６７％を充足するにすぎず，定員を上まわる志願者のあったの

は12府県に止まった。このような応募入学状況の結果として入学者の学力水準が相対的に低下

し，さらに定員をわる入学者のため教員需給に支障を来たすことが憂慮された。教育刷新審議会

は昭和25年９月「教育改革の現状と問題」，において，「本審議会がひそかに憂慮していたことが

今や現実となった。それは学芸大学や学芸学部の入学志願者が著しく少なく，そのため教員配当

の困難が予想されるにいたったことである」と述べ，ついで10月「優良教員の養成確保に関する

対策について」を建議する。この建議では，甲：教員養成機関の改善充実策，乙：優良教員の確

保に関する対策（1．教員奨励学生制度および教育職員免許法改正に関する施策，２．教員待遇に

関する施策，３．社会的評価の向上と精神的優遇とに関する施策）がのべられているが，「現在に

おいて教員養成機関は新しい制度の下に出発したばかりで，その内容が一般になおはなはだ貧弱

であり,……これらの欠陥に対し，すゑやかに適切な処置をとる必要がある」として建策されたｃ

その教員養成機関の改善充実策は，冒頭に「教員養成機関の任務の重要性と現状にかんがみ，人

的物的両面にわたり，すみやかにその整備充実を図り，特に新視角に立って検討を加え，適切な

教育組織と優秀な教授陣容の樹立をはかる必要がある」という文章をかかげて，教育系大学・学

部の不備をみとめ，その重要性にてらして人的・物的な整備充実の要を提言している。

爾来，教員養成問題をとりあげて，教育系大学・学部の整備充実をうたわぬものはない。しか

し，その実現は遅☆たるものであったの象ならず，教員養成を目的養成，計画養成の方向に志向

し，大学における教員養成を根本的に整備発展せしめることを放棄して，即効的・閉鎖的養成案
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を提案する動向もまた胚胎した。昭和26年11月の政令改正諮問委員会の答申が，「戦後の教育改

革が理想を追うに急がしい」とし，わが国の国力と国情に適合して真に教育効果をあげうるよう

な合理的教育制度に改善すべきであるとして提案した「教育専修大学」の構想のごとぎものはそ

の塙矢である。以後，昭和33年７月中央教育審議会第１l特別委員会答申「教員養成制度の改善に

ついて｣，昭和39年教育職員養成審議会による「教員養成のための教育課程の基準について」な

どをへて，教育系大学・学部は課程・学科目制をとる大学として規準化されると同時に，いわば

画一的な低位への固定をこうむり，他の専門学部に比べ格差と未整備を依然まぬがれない状況と

なった。

3）教育系大学・学部の整備状況

昭和30年代以降の教育系大学・学部の整備状況を表示したものが第１表である。この表では昭

和32年以後ほぼ５年毎に，講座学科目数，大学院，教官定員，学生入学定員,１講座(学科）当教

第１表国立大学講座及び学科目

年度｜学識名|箪科皆|修士講座|博士議座|教官定負陸生入鶯|当鍵壗|竺曇鳥
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官数,教官当学生数を示し,文学部，理学部,経済学部,農学部と対比［た。数値は概数である。

ａ）学科目

教育系の学科目数は，昭和32年で－学部当り平均31であったが，昭和41年から42年にかけてほ

ぼ倍増している。この倍増は昭和39年２月のいわゆる省令カリキュラムによる再編成の結果で，

この「国立大学の学科及び課程，並びに講座及び学科目に関する省令」は，大学の教育課程に細

区分と画一化をもたらした。

いま，平均にちかい学科目数をもつＣ大学とＭ大学を例にとって，この学科目倍増の内容をし

らべて承ると，Ｃ大学は昭和32年30,36年30,41年61,46年61の学科目数で，昭和39年を境に

倍増した典型である。「国語国文学第一および第二」は，「国語学｣，「国文学｣，「漢文学｣，「書

道」に，「数学第一と第二」は「代数学及び幾何学｣，「解析学及び応用数学｣，「数学教育」に，

｢生物学」は「分類形態学」と「生理生態学」に，「地学」は「天文地球物理学｣，「地質鉱物学」

廷，「音楽」は「声学｣，「器楽｣，「音楽理論・音楽史」に，美術は「絵画｣，「彫塑｣，「構成」に，

｢体育」は「体育実技｣，「生理学及び衛生学｣，「学校保健｣，「保健体育科教育」に，「教育学第一，

第二，第三」は「教育学｣，「教育史｣，「教育制度｣，「教育社会学」に細分化している。Ｍ大学の

場合も，昭和32年28,36年38,41年56,46年58の学科目数で同じく倍増し，その内容はＣ大学

と大同小異である。いずれも，省令カリキュラム以前には総合的・大枠的な学科目でくくってい

たものを，省令以後は細区分するとともに，学科目の名称も大学間を通じて画一的となった。漠

然とした統合的な学科目を分化せしめた点に教育科学の体系への志向を見ることもできるが，大

学の個性的編成をよわめ，画一化がすすんだことを否定しえない。

この省令カリキニラムのひとつの意味は，教育系大学・学部の整備充実のための基準的な基礎

をかためる点にあったと考えられるが，実際には，学科目は細分化して倍増したものの，それに

見合った教官増はともなわなかった。このことは昭和32年の学科目数および教官定員を昭和41年

のそれと比較すれば明らかで,昭和32年の学科目数，教官定員をそれぞれ100とした場合,昭和４１

年の学科目数は216と倍増したのに対し，教官定員は111とほとんど増加を見ていない。さきに例

示したＣ大学とＭ大学の学科目数および教官定員の推移を第Ⅱ表に示したが，これによって教官

構成の状況をもうかがうことができる。すなわち，学科目増に反し，教官定員はほとんど増加し

ていないぽかりか，昭和46年度にはむしろ減少がある。教官構成において教授の増加が承られる

が，助教授，講師，助手は減少した。このことは，学科目あたりの教官数の減少をもたらし，１

学科目教官１人という構成状況が進行したことを意味している。第I表に見られるように，教育
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第皿表ｃ大学，Ｍ大学の教育系学科目と教官

Ｍ大学教育学部Ｃ大学教育学部大学名

4６4１

妬
一
ｍ
｜
⑫
”
５
０
１

3２年度’３２ ４１

2８ 5６ 5８学科目’３０ ６１

９
２
０
１

２
５
１
１

２
１
１
０

４
５

１

教授

肋教授

識師

助手

（計）

錨
娼
０
８

８
３
０
３

２
４
１
１

鍵
蛆
７
３
１

102 1049７ 9６ ９４９４

系大学・学部では省令カリキュラム施行以前においてすら,１学科目あたりの教官数は3.1名にす

ぎず，他の学部の講座あたりの教官数に比べ下まわっていた。それが省令以後は平均1.6ないし

1.7とさらに低下したのであり，研究体制および後継者養成の点から見ると完全な逆行であり，

貧困化の進行である。つまり，省令カリキュラムの中途半端な実施は，教育系大学・学部の研究

機能の充実にむしろ阻害的に作用したというべきであり，それはひいて教育の内容的な発育をさ

またげる危険をもつといわなければならない。少なくとも省令カリキュラムという新基準によっ

て教官定員の実質的増加・充実はほとんど実現されなかったのである。

ｂ）教官あたり学生数

教育系大学・学部における１教官あたり学生数（入学定員）は，昭和32年以降46年まで3.2な

いし3.5であり，経済学部についで多い。しかも両者の学科目数を比べると，いうまでもなく教

育系に圧倒的に多いから，教官１人あたりの学生負担は教育系においてすこぶる過大であるとい

わなければならない。しかも,その学生定員は他学部のそれをはるかに上まわる。いわゆるマス・

プロ教育の危険は，教養部とならんで教育系大学・学部においてもっとも大きいのである。

ｃ）研究体制および大学院

以上のように，教育系大学・学部のいわゆる整備の方向は，もっぱら画一的教育，見かけ上の

教育項目の拡大にかたより，真の意味で「大学」としての基本的整備を閑却している趣があると

いわねばならないが，その傾向と一致して，教育系大学・学部における研究体制もまた著しく立

ちおくれている。その根本のひとつは,課程・学科目制にもとずく教官組織にあるが,その問題に

ついては後にふれるとして,まず｢大学院｣の設置状況を見ると第Ⅲ表の通りである。このうち博

士課程の教育学研究科はすべて旧帝大・旧文理大を母体とする，直接教員養成を主体としない，

いわば特殊な教育学部におかれているもので，この際一応別問題である。義務教育教員養成にあ
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第ｍ表教育系大学院鯛座数

○大阪大学文学部に博士課程５講座の教育系あり。

ずかっている一般の新制教育系大学・学部においては，大学院の設置されているのはわずか２校

にすぎず，それも修士課程に止まっている｡これらの大学院の修士講座数について見れば，昭和

41年と46年を比較してその間にかなり大幅な増加がある。しかし，他の専門学部に比べれば微を

としたものであり，大多数の教育系学部には全く大学院の設置はない。

第ⅡＶ表国立大学付置研究所・付属研究施設数

~～竺墜，４１年 ４６年

研究所
ニー￣ウー●■￣￣■ロー●の￣￣｡￣￣￣￣￣￣￣￣￣□■

うち教育系

扣
一
０

６９
■－の－

０

研究施設
■■●｡‐￣旬■｡￣￣￣｡●￣￣￣￣■￣■●●●⑤￣￣￣

うち教育系

219
b■｡￣●￣q

ｌ３

180
●￣●￣■■

７

第Ⅳ表は国立大学における付置研究所および研究施設の設置数を示すが，教育系については国

立教育研究所をのぞいて,大学付置研究所は皆無である。研究施設は昭和41年に7,46年に13を数

える｡第Ｖ表は昭和46年度における学部別研究施設数であり,第Ⅵ表は教育学部付属研究施設の施

設名および構成である。教育学部は最も学部数が多いのに比べ研究施設においても乏しいばかり

でなく,内容的に,助教授１名のセンター的施設，あるいは助手定員１名のZLにすぎないものも６
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第Ｖ表学部別研究施設数（昭和46年度）

|’国立大学学部名｜国立大学学部数｜研究施設数 国立大学学部名｜国立大学学部数｜研究施設数

教養学部

文理学部

教育学部

文学部

文教育学部

外国語学部

人文学部

社会学部

法文学部

法学部

政経学部

経済学部

経営学部

商学部

理学部

理工学部

工学部

基礎工学部

工芸学部

美術工学部

電気通信学部

商船学部

鉱山学部

腿学部

園芸学部

獣医学部

畜産学部

水産学部

水畜産学部

繊維学部

医学部

歯学部

薬学部

体菅学部

美術学部

音楽学部

家政学部

(全国共同）

(学内共同）

２
４
●
３
１
１
ワ
】
［
Ｉ
１
Ｐ
、
ｑ
】
１
ハ
リ
９
］
ワ
】
・
ａ
２
（
Ｕ
１
『
人
１
一

声
、
１

ワ
』

ワ
ー

４
。

１
２
３
５

１

１
２
１
９
１
１
１
４
１
２
５
７
１
１
１
１
２

２
２

１

１
３
２
２
２

＝

６
１
１
５
１
３
１
１

４

２

２

２

６４

2３

１
８
９

第ＶI表国立大学教育学部付属研究施設（昭和46年度）

大学名｜研究施設名｜教授|助教授|講師|助手｜（計）

北大

北教大

宮城教大

埼玉大

東学大

〃

東教大

〃

肩ノ１１大

愛知教大

広大

福岡教大

九大

設施究研育
設
敷
設
設

職生“》嬢生鑪》織生嬢失職
画
ソ
究
測
究
ソ
究
一
育
ソ
究
ソ
化

計
セ
研
観
研
セ
研
テ
教
セ
研
セ
文

》》》僻濟》啼》》》』》》

１ １

門
門
門
門

門
門

部
部
部
部

部
部

３
４
２
２

２
２

●
●
●
ロ

●
●

２
１
８
１
２
１
６
５
１
１
５
１
６

１

１
３

２
１
４

４
１
２
２

４

２
２

２
１
１

１
２
１
２

２ １

２ ２

△印は昭和41年度現有をしめす。
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施設にのぼり，さらに北大，九大，東教大，広島大などをのぞけば，新制教育学部における研究

施設設置の現況は，これを研究体制の角度から見る場合，ほとんど未整備と断定しても差支えあ

る富い。

4）教育系大学・学部における課程制の問題

大学の学部組織における学科と課程，講座制と学科目制の区別については，大学設置基準第３

条第４条および第５条がこれを規定している。学科は「それぞれの専攻分野を教育研究するに必

要な組織」とされ，課程は「学科を設けることが適当でないとき，これにかえて課程を設ける」

ものである。また，学科目制は「教育上必要な学科目を定め，その教育研究に必要な教員をおく

制度であり，講座制は「教育研究上必要な専攻分野を定め，その教育研究に必要な教員をおく制

度」と規定されている。ここに「学科目制」は「教育上」の必要から，「講座制」は「教育研究

上」の必要から組織されるとしているものの，それは根本的には大学の本質をあくまで前提とし

て，その基盤の上での機能的構造のパターンと認識されるべきものである。

しかるに，昭和38年１月の「国立学校設置法の一部を改正する法律」は，大学組織編成の基準

を明示し，学科および課程，講座制および学科目制を文部省令によって定めることとし，昭和３８

年５月20日付文部省大学学術局長通達によって，「学科」は教育研究上の学部組織，「課程」は

教育上の学部組織と見倣されることとなった。さらに昭和39年２月の「国立大学の学科及び課

程，並びに講座及び学科目に関する省令」では，学科一講座制，学科一学科目制，課程一

学科目制の種別を大学ごとに定め，その教育課程を設定した。これらの行政措置によって，義務

教育教員養成に主としてあずかる教育学部は，「課程一学科目制」に組織されることに枠づけ

られ，他の学部と異なる特殊な構造を賦与されることとなったのである。

すなわち，教育学部の教員養成課程は，「それぞれの専攻分野を教育研究するに必要な組織」

としてではなく，教育上の必要の象に応ずるべき組織とされ，またその学科目も，教育研究上の

必要からでなく，単に教育上の必要から定められることとなったのである。その意味で，課程一

学科目制には学問研究の保証が欠落しているというべきであり，また「教育上」の必要といって

も，教育そのものの本質より，計画菱成，目的養成的な意味での「必要」が優先・独走する危険

を内包しているのである。さらに，教育系学部における課程一学科目制の固定は，教員組織，教

員負担,予算措置および施設の基準面積,設備基準などの上での「格差」形成の要因となっている

ということができる。第Ⅷ表ａ,第Ⅶ表ｂおよび第Ⅷｃ表は｢予算単価表(文部省)｣によって教官
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第ＶＩＩａ表教官当積算校費予算単価表（文部省）

43年 44年 45年 46年区 分

984,200円
3,882,900

4,213,500

1,033,400円
4,077’000

4,424,100

1,,30,000円
4,4859000

4,865,000

1,085,000円
4,280,800

4,645,300

非
実
臨

実

講
座
制

験
験
床

塵）し伝

8．BOO’６８９－９０【】 [)(】０１８(】0-0(X】

【ＩＯｌ４９０－(】O【】

攻掻

5Ⅸ）１８５５．１００１９８３３０Ｃ

]0ｌ６７ａＯＯＣ

第ＶｌＩｂ表教官研究旅費予算単価表（文部省）

43年

42,100円

34,000

34,000

２４，１００

"年’
44,200円Ｉ

45年’

５２，８００円！
43,700

43,7001

３０，２００１

46年

55,000円

４５，０００

45,000

32,000

区分

教授

助教授

識師

助手

講
座
制

的
的
伽

７
７
３

５
５
５

３
３
２

教授

肋教授

識師

助手

31,900

21,500

21,500

14,000

い
ぃ
、
的

１
０
０
０

４
３
３
５

３
２
２
１

ｍ
ｍ
ｍ
ｍ

８
８
８
０

７
Ｐ
９
０

０
７
７
０

４
２
２
２

45,000

29,000

29,000

21,000

修
士
講
座
制

教援

助教授

識師

助手

28,200

17,500

17,500

10,700

31,900

19,800

19,800

12,100

伽
”
皿
咽

０
５
５
７

４
２
２
１

９
９
９
Ｊ

45,OOO

28POOO

28jOOO

19,000

学
科
目
制
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第ＶＩＩｃ表学生当積算校餐予算単価表（文部省）

46年

1,,200円

45年

’0,4CO円

44年

9,600円

43年
一

8,900円

区分

I:隣
23,800 25,70022,00020,400

25,800 27,90023,00022,100

16,000 18,50013070011,800
部

14,800 16,00013,700一般教育’11,400

26,800

24,800

24,800

23,000

23,000

21,300

21,400

19,700文科麓
大

69,000

63,500

63,900

58,800

59,200

54,000

54,400

50,400野}鮭
学

68,900 ７４，４００63,800

58,800摩}鮭
一

教育麓

59,100

54,400

屍
26,800

24,800

24,800

23,000

23,000

21,300

21,400

19,700

当積算佼費，教官研究費，学生当積算佼費などを講座制と学科目制につき比較したものである。

いずれについても，課程一学科目制をとり，かつ学科目あたり教官数が少ない教育学部は財政

的にも制約されざるを得ないこと明瞭であろう。もっとも，昭和44年度以降，積算校費の増加率

は学科目制に対し特別な考慮をはらい，格差是正につとめている。しかし〆低水準から出発し,

整備に大幅なおくれのある教育系大学・学部が満足すべき状況に達するためには，抜本的な措置

が是非とも必要である。

5）教育系大学・学部における教育体制

教育系大学・学部における学生の履修状況の実態を把握するためには，多面的な調査研究を綿

密にすすめる必要がある。ここでは，教員免許状取得の状況から若干の考察を加えておくことと

する。第Ⅶl表は昭和46年度における教育系学生の課程別による教員免許状取得の状況を学校の種

類ごとに示したものである｡小学校教員養成課程卒業者8,313名のうち,8,131名が小学校教員免許

状を取得しているが，さらに中学校教員免許状をも取得した者が6,313名（76％)，高等学校教員

免許状を取得した者が4,899名（59％）ある。また中学校教員養成課程の卒業者4,112名中，小学

校教員免許状をも取得したのは1,156名で28％，高等学校教員免許状をも取得したのは4,080名で

99％に達する。盲学校教員養成課程，聾学校教員養成課程および養護教員養成課の卒業生も多く
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第Ⅵ、表教育系課程別学生と学校種別免許状取得の状況

鰐欝鶚,霧li1ii
幼稚園
養成
課程

褒回

課系

ZＤｌ４ｂＩＺｌｂｌｌ３１肘

皿
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理
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罰’10,06014,110123011501390124ｑ２１０１７５１２７０１８０１３０１９０１８６Ｃ
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３３１１７(】

Ｌ

齢調

８
３

【
】
』
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Ｊ

201

2級’４９４１２０ 1４１２８

の者が中学校ないし高等学校教員免許状を取得している。

小学校教員養成課程の学生が小学校全科にわたって修得するとともに，とくにある１教科に力

を注いで勉強し，また中学校教員養成課程の学生が教科専攻をいっそう深く履修した結果とし

て，それぞれ上級学校教員の免許状を取得するのであれば，上にのべた状況はむしろ良い傾向で

あり，学生の勉学上有効であるということができる。しかし，実際には各種の免許状をより多く

取得しようとすることに主眼がおかれて，内容的にふかい学習がさまたげられ，学生の自主性が

そこなわれる弊も少なくない。Ｈ大学の教員養成課程について見ると，その卒業生は，高等学校

教員二級，中学校教員一級など各種にわたる教員免許状をそれぞれ取得しており，１人あたり取

得する免許状の数は平拘２ないし2.5である(第正表)｡これをさらに各個について見ると第Ｘ表の

ように，当該課程の教員免許状一種類の柔を取得したのはむしろ僅少であり，他の90％にちかい
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第１Ｘ表教育系卒業者の免許状取得（種別）Ｈ大学教育学部昭和47年３月

、種ｊ５

躍尻

１１１２級|収得霧此11級'２級'１級

|｜｜｜Ⅱ'7`|`’中学校教員養成課程’７８ 7２ 2.00

銅|鏑|釦|辿圏|哩ｌｕ７１１１１１Ⅲ｜トコ小学校教員養成課程’１４８

１，|Ⅲ|Ⅲ'’''2１１盲学校教員菱成課程’１２ '’４１２３３
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第Ｘ表教育系卒業者の免許状取得（種類）Ｈ大学教育学部昭和47年３月

……|…綴|綴|鱒口辮
中学校教員養成課程
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１４６

０．５４

８３
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268

100％

卒業者は２種類以上の教員免許状を取得し，２種類取得者が総員の52％，３種類取得者が31％に

達している。３種類取得のケースを例示すれば，小学校教員養成課程において小学校教員一級，

中学校教員一級，高等学校教員二級の各免許状，養護学校教員養成課程において小学校教員一

級，菱護学校教員一級，中学校教員二級の各免許状を取得している。さらに幼稚園教員免許を加

えて４種の免許を得る者もある。

以上の事態は，教員養成課程のカリキュラムが各種免許状を取得しやすいように編成され，ま

た教員免許状の要求する科目に関する単位のよゑかえ，ふりかえがかなり大幅に糸とめられてい
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るばかりでなく,そもそも教員養成課程の教育体制において専門性の範囲と内容があいまいであ

り，さらには小学校教員養成課程と中学校教員養成課程などの課程区分にも不明確なところが多

分にのこされていることにも関連している。より根本的には免許状の要求する水準の問題，免許

状に大学教育がいわば従属せざるを得ない実情，各種階程の学校における教員の待遇の格差の問
題,卒業後の研究・研修の問題などにかかわるのである。

6）教育系大学・学部に関する今後の課題

上にのべて来たところは，教員養成にあずかる教育系大学・学部の現状に関する，きわめて不

十分な描写であるが，その範囲内からでも問題はほとんど無限に提起される。以下主要な問題点
について総括的な指摘をこころゑたし､。

ａ）戦後，教員養成に関する基本的な考え方に種々の経緯のあったことはすでにふれた通りで

ある。しかし，教員養成を大学でおこなうというという命題はいわば戦後教育改革の原点であ

り，つねにその原点にたちかえって，教育系大学・学部の課題も点検されなければならない。

しかも,その後大学紛争，社会情勢の変化を経過し，大学の本質，その歴史的・社会的役割に

ついても，より根本的な洞察が要求されているのである。それらの考察からの少くともひとつの

帰結は，教育系大学・学部もまた，真に大学であるという事を名実ともにつらぬくところにあ
る。

ｂ）差し当り，教育系大学・学部が大学の総体のなかで制度的な分離をこうむり，研究機能を

喪失して養成所的ないし訓練所的な教育におちこむ危険を防止する必要がある。充実した研究体

制に支えられ，大学としての論理につらぬかれた教育体制を備えてこそ，教員の養成も童た真に

その実をあげうるのである。その意味で課程一学科目制を再検討し，研究機能の充実と発展を

重視する方向で教官定員の増員，施設設備の充実，予算措置上の格差の解消，大学院の設置およ

び整備，研究所および研究施設の増設を実現するべきである。

ｃ）大学における重要な属性は研究と教育の自由である。大学が国家社会に対する寄与を創造

しうる根元はまさにこの点にある。教員養成課程における教育の内容は，ことに学科目省令以来

全国画一化の方向をつよめ，教員免許状取得にゆ着する傾向が著しい。そのため大学の自主と自

由は制約され，自発的な教育体系の開発の道はせばめられている。学生もまた自主的な勉学態度

を発揮しがたく，免許状取得|この糸専心する状態を現出している。いわば，規格的な教員養成を

志向するあまり，却って教職専門の学の本質をも空洞化し，教育系大学・学部を弱体化している
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ことをかえり象なければならない。

。）教育系大学・学部が真に大学として充実する根底は，教職の専門性を支え，その向上をう

らずける学の確立である。教職，すなわち教育の実践における専門性の強調と評価は，本来いさ

さかも教員養成制度の開放性の原理と矛盾するものではない。ただ，教職の専門性の向上のため

の基礎としての科学は，それが総合的な社会的人格にかかわる科学である故にひろい基盤とその

総合を必要とする体系であり，また全体として見れば未完成であるため，それ自体の完結性が具

体的に限定しにくい－面があるというにすぎない。この事情が教育者養成における基盤の可能な

拡大一開放制を志向せしめたひとつの動機であり，また教育者の養成にあたって大学レベルが

要求されたひとつの根拠であるが，しかし，そのことは同時に，教職の専門性が実はきわめて高

次のものであることを意味し，教育者の養成の場として期待される大学は，教職を基礎づける高

次に専門的な科学をもたねばならない。大学において，この意味での教育科学の中心でありうる

のは教育系大学・学部であり，それが教育諸科学の創造と発展の場として作用しえて始めて，大

学における教員養成の真の意義が貫徹しうるのである。この理想から見れば，教育系大学・学部

の現状の徹底的整備と，本来の大学化の推進は実に急務であるといわなければならない。
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Ⅳ一般大学。学部における教員養

成の現状と問題点

1）－般大学・学部における教員養成の根拠と基本的課題

すでにのべたように，現行の教員養成制度において確認されている原則として，①教員養成を

大学でおこなう，②開放制のふたつがある。一般大学で教員養成をおこなう根拠は，このふたつ

の原則に求めることができる。

ａ）教員養成を大学でおこなうという原則について

教員養成を大学でおこなうという原則は第２章でのべたとおり，戦後においては教育刷新委員

会の主流的意見として，戦前の教員養成制度に対する批判と反省のうえに提起され，アメリカ教

育使節団報告書（第１次）の勧告「師範学校は教師養成を目的とする高等専門学校あるいは単科

大学とすべきである。２年間の課程を終えたものには，初等学校教師の資格を与えることは必要

であるかも知れぬが，師範学校はすべて中等学校，すなわち，上級中学校の学業を終えたものに

対して満４年の課程を授けるべきである」をもうけて，種☆の曲折を経ながら，現行制度として

具現したものである（第１章参照)。この原則には，いうまでもなく教員養成がより高次のレベル

の学校で行なわれるべきであるという，いわば教員養成の学校水準のひき上げの問題がふくまれ

ており，その点では，戦前のわが国における師範学校昇格問題につながるが，他面，「大学｣に期

待されるところは，たんなる水準の問題の柔でなく，教育・研究の自主と自由，大学の場におけ

る高次の専門性・学問性と知識の総合性との結合など，教員養成のあり方の本質にかかわるもの

があるといわなければならない。その意味で，大学は教員の養成においても，国民に対して積極

的に大学としての資任を果すべきことを期待されており，国が定める規定のたんなる形式的適用

にとどまらず，全国的基準を参考としたがら，大学としての主体性において教員養成にあたり，

それぞれの大学の歴史と伝統にふさわしく，かつ地域社会の住民の要求にこたえうるよう，教員

養成の基幹となるべき教育科学を発展せしめる責務がある。より具体的には，総合大学における

教育学部および教員養成コースのあり方,教育系学部とその他の学部との関係,いわゆる一般学部
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におけるそれぞれの専門教育と教職専門性の育成との関係などが基本的な課題であり，また単科

の教育大学においては「大学」としての研究・教育体制の確立と整備が根本的な課題となろう。

ｂ）いわゆる開放制の原則について

教員養成を大学でおこなうという原則と密接に関連する，いわゆる開放性の概念は，その理解

においてかなり幅がある。それは，開放制という概念に即して肯定されるべき，あるいは否定さ

れるべき事柄が論点によって多様であるためである。この点に関し，アメリカ教育使節団報告書

（第１次）の中では，①「教育についての系統的な準備教育を受けていない限り，単に中学や専

門学校あるいは大学を卒業したというだけの理由で，教師たる資格を絶対に与えない」（専門性

の強調)，②「師範学校は教師養成を目的とする高等専門学校，あるいは単科大学（カレッジ）

とすべきである」（目的大学設置)，③「教師のうちで相当多数の部分は，専門的な教師養成訓

練がほとんど授けられていない専門学校で教育を受けたものである。ここでも，師範学校の場合

に勧告されたものと本質的な点で同様な，教師養成の教授要目を設けることが必要である」（専

門性の尊重と開放制）などの指摘が見られ，要するに，教職に関して専門職にふさわしい系統的

準備教育の必要を強調し，教員養成の目的大学を認める一方，教員養成に不可欠の条件を備える

ことを前提として，教員養成を目的大学以外の大学でも行なえるようにする，という意味の開放

制を勧告したのである。これを受けた教育刷新委員会の論議においては，戦前のいわゆる師範教

育への批判をもふくめて，いかなる形においても教員養成のための大学（目的大学）はあるべき

ではないという，徹底した開放制の主張もおこなわれたが，肢終的には昭和21年12月27日第17回

総会において採択された建議で，「教員の養成は総合大学および単科大学において，教育学科を

置いてこれを行うこと」とし，なお昭和22年５月９日第34回総会採択の建議では，「教員養成に

関すること」として，

①小学校，中学校の教員は主として次の者から採用する。１．教育者の養成を主とする学芸

大学を修了または卒業した者２．総合大学及び単科大学の卒業者で教員として必要な課程

を履修した者，３．音楽，美術，体育，家政，職業等に関する高等専門教育ｉ機関の卒業者

で，教員として必要な課程を研修した者。

②高等学校の教員は主として大学を卒業した者から採用する。

③幼稚園の教員は大体①に準ずる。

④盲学校，聾学校の教員並びに養護教員は大体①に準ずる。

という取扱いがのべられている。これが戦後の教員養成制度の骨格となった経緯についてはすで
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にふれたとおりである。

この度，国立大学協会教員養成制度特別委員会が主として一般大学・学部を対象としておこな

った「教員養成に関するアンケート」の回答によると，開放制の概念についての意見は，およそ

次のように整理される。すなわち，①教員養成を目的とする大学・学部の存置をみとめず，教員

養成はすべて一般大学・学部でおこなう。②教員養成を目的とする大学・学部の存置を糸とめ，

その他の大学においても教員養成をおこなう。②－(a)，目的大学・学部とその他の大学・学部で

免許状授与に関する条件は同一とする。②－(b)，両者の教育目的の相違に起因して，免許状授与

条件に両者間で若干の差があってよい。－の諸意見である。②－ａは現行制度の意味での「開

放制」であるが，現状に即してこの項を支持するものがもっとも多い。しかし，教職の専門性の

育成からの要求と，大学・学部固有の教育要求との関連で，②－ｂを肯定する考えも一般大学学

部のうちには出て来ている。具体的には，教育実習の強化，卒業後の研修などの諸条件の問題で

あり，一般大学・学部において，それぞれ固有の教育課程を徹底すると同時に，教職として必要

と考えられる教職専門性の育成をどのように考えるかの問題にかかわるものである。

①はアンケート中少数意見を占めるにすぎず，しかも，その意見のほとんどは教職の専門性を

育成するための系統的教育の保証について，十分説得性のある言及ないし提案を欠いている。但

し，「教員養成を目的とする大学・学部の存置を承とめない」という主張にも種含の内容があり，

ことに，「教員養成を目的とする大学・学部」のどのような性格を否定しようとしているかにつ

いては，’慎重な注意をはらう必要がある。それが，「教員養成を目的とする大学・学部」という

表現のもとで，大学としての自主性を制約され，研究体制において不完全であって，画一的な免

許状基準の充足の承に専念する，いわば教員養成所的組織を理解し，そのような属性を否定しよ

うというのであれば，すでに前章においてものべたように，それは当然の主張である。当然であ

ると同時に，「大学」のなかに，自主的にして自由な教育科学の場をいかにして発展せしめるか

についての展望が用意されなければならない。もし，「教員養成を目的とする大学・学部の存置

を象とめない」という意見が，教職の専門性とその基盤としての教育科学そのものをも否定する

というのであれば，それはおそらく論外である。開放制の概念と，教職の高次の専門性の容認と

は，本来矛盾するものではない。

他方，「教員養成を目的とする大学・学部」の安易な容認にもまた問題がある。後にのべるよ

うに，今日，一般大学・学部では，現行の開放制の建前にもとずき，教員養成を行なっている

が，現実には，教員養成に関する配慮と関心は必ずしも十分であるとは見倣しがたい。一般の諸
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大学・諸学部は，それぞれの専門にその関心を限定しがちであり，ややもすれば教員養成を副次

的な，歓迎すべからざる負担と感じて，「教員養成は大学でおこなう」という原則にもられた理

想の基盤をゑずからくずしつつある傾向もふられるのである。このような背景において，教員養

成はそれを目的とする専門大学・学部へ一任するというという意見がつよまることは問題をふく

むといわなければならない。

2）一般大学・学部における教員養成の現状

ａ）教員就職状況

昭和43年３月の大学卒業生について，教育系大学・学部および一般大学・学部別に教員就職状

況をしらべてZくると第XI表のとおりである。％は種類別総数に対する比率(概数)である｡

第ＸＩ表
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一般大学・学部卒業者の教員への就職は，国公私立を合せれば，中学校教員の約25％，高等学

校教員の約65％を占め，国立大学の柔について見ればそれぞれ3.7％，22.6％となっており，中

等教員養成ことに高等学校教員養成において一般大学・学部が大きな役割を果たしていることが

わかる。さらに，学校種別毎に教員養成比率のたかい大学をしらべて染ると，第XII表のとおり

である。
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開放制についてのアンケート調査の回答結果はこのような実態の自然の反映と見ることもでき

る。なお，中学校，高等学校の教員養成に私立大学が大きな役割を果たしていることは注目すべ

きであり，私立大学のうけもっている教員養成機能についても十分な検討が必要であると思われ

る。

ｂ）免許状取得者と教員就職者の比率

昭和43年３月の国立大学一般大学・学部卒業者について，免許状を取得した者の数に対する教

員就職者の比率をしらべてみると，総数では20.1％，中学校教員については6.3％，高等学校教

員については15.5％である。実数でいえば高等学校教員に就職した者は免許状取得者7,533名中

1,169名，中学校教員に就職した者は免許状取得者3,193名中207名である。つまり，一般大学

・学部においては教員免許を取得する者は多いが，実際就職する者は低率であり，そこに種だの

問題を生じているということができる。多くの学生が教員免許状の取得を通じて，初等・中学教

育に関心をいだくことは，それなりに有意義であるともいえるが，他面，学生の側においては，

教職志望の意識が必ずしも徹底したものでなく，教員免許を一種の経歴あるいは予備資格として

取得する傾向が指摘されるであろうし，大学の側では，教職の準備のためのカリキュラムに留意

せざるを得ない反面，それに注がれるエネルギーの効率がきわめてひくいことから反映される，

一種の形骸化をまぬがれることができないのである。

3）一般大学・学部における教員養成の問題点

ａ）免許基準について

以上の実情に即して，ことに一般大学・学部における教員養成について免許基準の引上げを論

ずる意見がある。教員免許一般の問題については別に項を改めてのべる予定であるが，先般のア

ンケート調査の結果によれば，一般大学・学部の90％は，免許基準の単純な引上げに反対し，現

状で足りるとしている。いうまでもなく，免許基準はいわば共通のminimumrequirementを

示すものであり，しかもある極の量的枠づけに止るものにすぎない。また，大学における教員養

成の本質からいって，一般大学・学部における教員養成の内容の充実の手がかりを，免許基準の

改定にもとめるだけでは不十分であろう。ただ，アンケートの半数以上が，一般大学・学部にお

ける教員養成の内容をたかめる必要を認識しており，免許基準の改定に依存しないとすれば，そ

こに他の積極的な方策が検討されなくてはならない。少くとも，一般的に単位認定の基準と内容

をたかめる必要があり，教育内容を密度の高いものにすると同時に，単位認定を安易に行なわな
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いこと，単位のふりかえを厳格にあつかうことなど，大学自身の自覚にもとづく自主的努力にな

お期待の余地があると考えられる。

ｂ）一般大学・学部における教職専門教育

現行開放制における教員養成は，免許法の示す最低基準をふまえながら，各大学・学部の自主

的運営に基いて教職のための系統的準備教育をおこなうことを期待している。一般大学・学部の

場合，それぞれの専門教育（教員養成の上からいえば教科専門教育）はかなりゆきとどくと考え

られるが，教職専門教育については問題がある。ことに，教育系以外の一般の単科大学には，教

職学科目として，教育学，教育心理学が置かれているが，教職関係専任教官は１名の象というと

ころが多く，せいぜいのところ２名である。この体制で専門職にふさわしい系統的な教育をおこ

ないうるか否かはすこぶる問題であり，このように不完全な組織を放任していること自体，一般

大学・学部における教職教育に関する国および大学の認識を反映しているといわなければならな

い。一般に，単科大学においては，「専門」以外の「教職」を相対的に低い位置においているの

が実情である。

他方，教育学部ないし教育系学部をおく総合大学においても，一般学部学生に対する教職専門

教育は必ずしも十分といいがたいのが現状である。そこには，種斉の問題があるが，①多くの教

育学部が課程一一学科目制のもとに，総合大学のなかで制度的に分離を蒙かる傾向があり，かつ

教育学部自体の研究体制が不十分であるのに加えて,その担当する教育負担が過大であって,全学

的な教育科学センターとしての役割を発揮しにくいこと，②上記とも関連して，教育学，教育心

理学のほかことに「教科教育学」とよばれるものの位置づけ，内容およびその研究・教育組織が

必ずしも明確でないこと，③一般学部における，それぞれの専門カリキュラムはおおむね過密で

あり，ゆとりと選択の度合が少なく，教職専門の受講のため十分な時間をさきえないこと，④総

合大学において単位制を教育的に機能せしめる条件として不可欠なガイダンスが欠如しているた

め，かりに，コースに選択の幅がひろく，童た有力な教育科学領域の教官と授業科目を準備しう

る総合大学においても，実際には学生はそれを系統的に利用しにくく，結局，免許法の最低要求

単位の寄せ集めで，免許状取得条件を承たすだけに終ること，などを指摘することができよう。

要するに，大学自体の意識と自覚ももちろん必要であるが，大学の組織・機能の改革にまつべき

ところが少<ない。このことは，単に教員養成についての糸いいうるのではなく，一般に今後の

大学が，高度の学問研究，高次の職能人の養成および教養を備えた市民の育成という諸課題にど

のような組織と機能を以てこたえるかという問題でもある。
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ｃ）教育実習について

教育実習および付属学校についても項をあらためて言及する予定であるが，差し当り,一般大

学・学部における教員養成において，この問題が現実に極点の困難をもたらしている点にふれて

おく必要がある。教育実習が教員養成のカリキュラム上重要であり，種灸の意義をもつことに疑

問はないが，①一般学部における専門的教育に余裕が少なく，学部教育のレベルで計画的な教育

実習を課することがむつかしいこと，②教育実習受識者，すなわち免許状取得志望者が,全国を

通じて膨大な数に上るにかかわらず，実際教職につく者の比率は前述の通りきわめて小さいこ

と，③一般大学にとって実習校の計画的確保が困難であり，また実習を受け入れる学校の側で

は，人的にも物的にも実習生を受け入れ，十分な教育をほどこす態勢が十分でないこと，④教育

実習に関する予算的措置も完全でないこと，など実情には多くの問題がある。教員養成一般を通

じての，卒後教育のあり方，現職研修の問題とも関連して，解決を志向すべき課題であると考え

られる。
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Ｖ高等学校教員養成の問題

一般大学・学部における教員養成は，現状においては前章にものべたように，主として高等学

校教員の養成である。前章では，一般大学・学部における教員養成の問題という立場で考察をこ

ころ承たが，この章では，高等学校教員の養成という視野で，若干の問題点を整理することとす

る。

1）戦前における中等学校教員の養成状況

戦前においては（戦後も新制大学に移行するまでは)，中学校および高等女学校の教員養成を

おこなうため，官立の高等師範学校および女子高等師範学校が設置されていた。高等師範学校は

昭和18年までは東京高師，広島高師，東京女高師，奈良女高師の４校であったが，昭和19年には

金沢高師が，昭和20年には岡崎高師，広島女高師が増設され，計７校となった。この他，官立の

教員養成学校としては東京腱業教育専門学校があり，また東京体育専門学校があった。前者はは

じめ東京帝国大学農学部に農業教員養成所として付設されていたが，昭和12年に分離独立したも

のである。

さらに，腱学校，工業学校，商業学校，水産学校など，実業学校教員の養成を行なうため，官

立の大学責たは専門学校に，それぞれ専門別に，農業，工業，商業，水産の各教員養成所が付設

されていた。それらの設置数は，教員の需給状況によって年度により，大幅に変動していた。な

お，中等学校の教員養成のため，官立の大学，高等学校，高等師範学校，専門学校に，臨時教員

養成所が付設されていたこともある。

中等教員の養成は，以上の官立養成学校のほか，いわゆる“指定学校''，“許可学校'，において

もおこなわれた。すなわち，文部大臣の指定した官公私立の大学，高等学校，専門学校等（指定

学校）の卒業者に対して，また文部大臣の許可した公・私立の大学，専門学校（許可学校）の卒

業者に対して，中学校，高等女学校の教員資格を付与することができた。また，文部大臣の許可

を受けた大学・専門学校等の卒業生に対しては実業学校教員の資格を与えることができた。
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教育課程についていえば，官立の養成学校においては，文部省令で定められ，指定学校におい

てはその本来の専門教育に関する教育課程で足りるとされていた。後者にあっては指定に際し，

特定の科目について履修した者についての糸，教員資格を与える場合もあった。許可学校におい

ては，その許可に際して高等師範学校と同等以上の教育課程が要求され，また教科書，卒業試験

問題の査閲などにより，その内容，程度も間接的に規制された。

教員免許に関しては，中学校・高等女学校の教員免許状は，高等師範学校その他の教員養成を

目的とする官立の学校を卒業した者，または教員検定に合格した者に文部大臣が授与した。教員

検定は，無試験検定と試験検定にわかれ，学力，性行，身体について行なわれた。これらのうち

無試験検定の受験資格は，いわゆる指定学校，許可学校の卒業生に与えられ，試験検定の受験資

格は，①中学校・高等学校卒業者，②専門学校入学資格検定合格者，③国民学校（小学校）正教

員等の免許状所有者に与えられた。なお，戦前における中等学校教員の免許状授与状況ならびに

資格別構成状況は次の第ＸＩＩＩ表の通りである。

第ＸＩＩＩ表中学校・高等女学校教員免許状の授与状況

検 定
教員養成学校卒 計

試験胤叫吟試験

昭和10年度’８２８００％）１６２０（７％）’6,918（83％）’8,366 (100％）

WEF和14年度’７８９（10％）’６２３（８％）’6,345（82％） (100％）7,757

中学校・高等女学校教員の資格別構成状況

■……|議鶚,…
定

Ｉ
無資 格者 計

…塵|…蝿)'3…鯵)|…2%)|叩…） 29,678(100％）

￣￣

37,988(77％）【昭和19年度 11,247（23％)'49,232(100％）

これに対し，戦後の高等学校教員養成における，教科別免許状取得状況および教科別教員就職

状況は第ＸＩＶ表，第ＸＶ表のとおりである。

2）高等学校教員養成の理念

戦後の高等学校教員養成は，戦前からの中等学校教員養成学校あるいは指定・許可学校が新制
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第Ｗ表高等学校の教科別、免許状取得状況
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の大学あるいは学部に昇格し，あるいは発展的に解消するに至り，国が直轄して養成を規制して

いた養成方式から，一般大学・学部において主として養成される，開放制に切りかえられ，いわ

ゆる師範型からの脱皮，閉鎖型からの脱出が企図された。しかし，６．３．３制が戦後教育制度

の基軸として採用され，義務教育段階の小・中・６．３制が比較的にまとまりやすく定着してい

ったのに比べ，後期中等教育としての高等学校は，その学校教育としての実質をとらえるのに，

大学入試制度とも関連して低迷かつ苦悩し，そのあり方を模索せざるを得なかった。新制高等学

校は，新制中学と新制大学の間に位して，その存在意義と立地条件を見出すのに苦しんだのであ

る。

新制高等学校の教員には，旧制中等学校の教員資格者が移行したものの，新しい教員の養成に

ついては「開放制」の名前のもとに，もっともかえりみられなかったことを否定できない。その

高等学校教員養成に対する文教政策上の貧困は今日に及んでいるといって過言でなく，また開放

制の方式のもとに教員養成を受入れた一般大学・学部がどれほど真剣にこの問題にとり組んで来

たかも反省しなければならない。高等学校教員の需要とその確保にせまられ，いわゆる「特別教

科教員養成課程」が教員養成系大学・学部に設置されるなど，臨時の施策はとられたけれども，

高等学校教員養成の本質に立脚したものではなかった（第ＸⅥ表)。

時代の推移とともに，高等学校は次第に義務教育に準ずる性格，実質をもつようになり，一方

その教育実質・学問水準は次第に高まり，専門化がすすむなかで，広がりと深さをもあわせ備え

なければならぬという，曲折の多い変貌を経過しつつある。それにもかかわらず，養成される教

員の資質，資格，学力は，その養成カリキュラムにおいてほとんど10年１日のごとくであり，ま

た卒業ないし就職後の研究・研修のシステムにも依然本質的な発展がない。開放制の観念的主張

のつよさにかかわらず，教員免許資格によって逆に高等学校教員養成カリキュラムが規制され，

編成されて，養成のための真の教育課程そのものが空洞化し，形骸化しつつあるとすれば，高等

学校教員養成は今や大きな危機に直面しつつあるといわざるを得ない。このような危機を大学自

体が切り抜けて，新しい充実したカリキュラムをうち出すためには大学ゑずからの自主改革が必

須の条件である。

高等学校教員養成の改善の方策に関し，中央教育瀞議会は，昭和33年７月２８日の答申におい

て，高等学校教員の養成を次の表（第ＸＶＩＩ表）に示すよう整備改編することを提案した。

この考え方は，根本的には，養成大学（学部）と一般大学（認定・検定）とにわけて高等学校

教員養成をおこなおうとするもので，戦前の中等学校教員養成と全く同一のパターンであるこ
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第XVI表昭和45年度教員養成大学．学部入学定員
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高等学校教員養成整備改編案
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とは，あらためて指摘するまでもなかろう。高等学校教員養成のシステムを，より計画養成的な

パターンに改変しようとする考えは，中教審の糸でなく，教養審，教育系大学，あるいは高等学

校現場の一部にも主張されている現状であるといってよい。その根拠は，養成される教員の資質

の改善，教員需給への計画的対応，あるいは教職の専門性の強調などさまざまであるが，かりに

問題が上にあげた３点，すなわち，教員資質，教員需給，教員の専門性の諸点にあるとしても，

それが直ちに目的大学の設置，開放制の否定に接続する，いわんや戦前型への回帰に結論づけら

れる，論理の行程と視野はいちじるしく狭陰であるといわなければならない。まして，現在およ

び将来のわが国の社会における高等学校の役割と内容は，おそらく益と発展的であると考えられ

る現状において，高等学校教員そのもののあり方については，周到な検討を前提としなければな

らぬのである。

一方，開放制の建前のもとにおける，一般大学・学部における教員養成，ことに高等学校教員

養成の現実が，必ずしも開放制本来の理想を実現しえず，ややもすればその責任を全とうしえて

ないことについては，すでに度盈指摘をくりかえしたところである。ことに大学が，教育科学の

創造と発展のための基盤を糸ずからの中に欠如しながら，それぞれの学部は，限られた専門の視
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野に安住し，しかも大学としての総合性の発揮に依然怠慢であるとすれば，開放制の主張も，大

学における教員養成の主張も所栓は空論にすぎない。

3）現状における高等学校教員養成の問題点

以上の考察から，大学における高等学校教員の護成の問題点については，かなり思い切った大

学自体の自主的改革にまつべきところが少くないと考えられるが，当面，次の諸点に関する検討

を必要とすると思われる。

ａ）大学における高等学校教員養成を充実するためには，教育科学の基盤の整備が必要であ

る。差当り，教育系大学・学部を，義務教育教員養成のための教育組織であるという現状から，

真に大学レベルにおける教育科学の中心組織たらしめるべく改革・整備するとともに，研究所，

研究施設の開発を通じて，ひろく諸科学を総合し，あるいは発展的なプロジェクトをとらえて，

教育科学の拡充進歩を計らねばならない。その背景において，高等学校教員養成のための,自主

的なコースないしカリキュラムを明確に樹立発展せしめることを考慮すべきであり,あたらしい

意味における高等学校教員養成コースも検討に価いする。その際，各専門学部の協力と,学部の

壁の打破にもとづく，開放制の発展を顧慮することが重要である。

ｂ）高等学校の現状および将来から考察するとき，高等学校教員は，原則として大学院修士レ

ベルの基本的学力が要求されると思われる。したがって，ａ）にのべた研究体制,教育体制は，

学部レベルのみでなく，大学院をふくめて構想されることがのぞましい。また，一般に現職研

修，卒後教育の観点から，後にものべるように，大学は，卒業後の現場の教員に対しても,研究

・研修の場を提供しうるような，組織と機能を備える必要がある。

ｃ）教育系大学・学部の現状において，小学校課程の学生が高校教員の免許状を取得する方

が，高校課程の学生が，小学校の教員免許状を取得するより容易であり，したがって，小・中学

校教員養成課程の学生が，中・高等学校教員の免許を取得するケースの多いことはすでに指摘し

たとおりである。教育系大学・学部においても，高等学校教員養成の道があること自体問題はな

いが，問題はむしろ教育系大学・学部の研究・教育体制の現状にあり，「大学」的視野において

その整備がつらぬかれることが前提であろう。

ｄ）特定の教科（数学，理科，音楽，美術，工芸，議道，保健体育，養護）に関し，教育系大

学・学部に特設されている「特別教科教員養成課程」は，本来当該教科の教員不足に対処する便

宜的な措置であり，またこの課程の学生は，多くは当該教科の入学定員増の形で受け入れられて
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第ＸＶｎＩ表特別教科教員需要状況

術Ｔ芸ｌ害道ｌ保騨佐育１審詞

J１３９０１２４０１２１［ 0１８Ｃ

ヨ立教育糸卒業老
高校教員免許取需

「1

L」 8０５１７〔

おり，特別な養成カリキュラムによっているのではない。第XVIII表は特別教科教員の需要状況

（昭和45年）を示すが，この状況から見ても，教員不足に対処するという設置の趣旨はほとんど

消滅しているということができる。高校教員養成の本質から見て，この課程は再検討すべきであ

り，教育系大学・学部の改革整備に発展せしめるべきであろう。また，美術，工芸，音楽，書道

などの諸教科は，一般大学の専門学部には設置されていない科目であり，直接教員養成にかかわ

らない意味でも，大学の構成のなかでさらにその研究・教育体制を強化すべき事項であると考え

られ，大学全体としても顧慮する必要があると思われる。
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Ⅵ幼児教育教員・保母の養成

1）幼児教育教員・保母養成の沿革

ａ）戦前における養成

（i）幼稚園保母

わが国最初の幼稚園は明治９年（1876）東京女子師範学校に付設され，ついで明治11年６月同

校に保母練習科が設置された。これがわが国における幼児教育者養成機関の噺矢である。しかし

その後女子師範学校において保育をも習得させ，その卒業生は小学校などの教員になるととも

に，幼稚園の保母にもなり得ることとなったので，特別の保母養成機関は不要であるとする考え

が支配的となった。もちろん，東京女子師範学校以外にも，国公立幼稚園に保母養成科がおか

れ，また民間宗教団体などを中心とする私立養成機関も，幼稚園の普及とともに次第にその数を

増したが，その状況は必ずしも十分とはいえなかった。昭和15年文部省教育施設部の「保母養成

施設概況」によると，調査対象となった施設は33であり，そのうち明治時代に創立されたものが

５校，大正時代に設立されたものが７校，昭和時代に開校したものが21校となっている。このう

ち，官立は２校，公立は１校であり，他はすべて私立であった。私立のうち７校はキリスト教関

係，５校は仏教関係のものである。修業年限は２ヶ年のものが７校，その他はいずれも１ケ年で

あった。

保母についての資格をはじめて規定したのは明治23年（1890）の小学校令である。それ以前に

は保母の資格については明確な規定がなく，保母養成機関の卒業者を各府県で適当に認定して保

母有資格者とするのが普通であった。小学校令においては「女子ニシテ小学校教員タルヘキ資格

ヲ有スル者，又'､其他府県知事ノ免許ヲ得ダル者トス」と定められた。さらに大正15年（1926）

の幼稚園令においては，保母免許状は保母検定に合格した者に対して与えられることになった。

この保母検定は，試験検定と無試験検定とにわけており、小学校の本科正教員の免許を有する

者，高等女学校卒業者およびそれと同等の資格を有する者（この場合には幼稚園で１年以上代用

保母として勤務する必要がある）などが無試験検定を受ける資格をもっていた。
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（ii）託児所保母

わが国最初の託児所は明治23年（1890）新潟市の新潟静修学校内に赤沢鐘美夫妻によって創設

された。この託児所は私塾内に設けられたものであったが，その後紡績工場などのなかに，熟練

女工の確保策として多くの託児所がつくられるようになった。このように，託児所は幼稚園とこ

となり，国は侭とんど関心を示さず，民間からいわば自然発生的に発展したのである。したがっ

て託児所はそれぞれの時代，それぞれの地域の必要に応じてさまざまの形態をとっており，エ場

内託児所のほか，農繁期託児所，無産者託児所，戦時託児所などがあった。このようにして託児

所は，昭和13年（1938）内務省の管轄から厚生省の管轄に移され，さらに同年の「社会事業法」

の第’条に児童保護施設として辛うじて登場するものの，法的には明確な概念規定さえないま

ま，戦後の児童福祉法を迎えることとなったのである。

託児所の保母の資格については戦前には全く規定がなかった｡したがってまた保母の菱成につ

いても何らの定めがなく，義成施設もなきにひとしかった。ただし，幼稚園保母養成所として開

設された東京の玉成保母養成所（大正５年開設）のように昭和２年託児科を併設し，若干名の生

徒を募集したところもあった。昭和に入ってからは託児所の数が急増したため，保母の絶対数が

不足し，各府県ではしきりに「保母講習会」を開催したが，その多くは，唱歌，遊戯の講習に終

っていた。しかし，現実には，たとえば東京の託児所に従事する保母の教育程度は，高等女学

校，女子専門学校の卒業生が多数を占め，その中には小学校や幼稚園での教職経験をもつ者も少

くなかった。その他の地方でも，一般には退職した女子教員が保育に当ることが多かったようで

ある｡

ｂ）戦後における養成・

（i）幼稚園教員

幼稚園は昭和23年（1948）の学校教育法により学校の１種とされ，学校体系の一環として位置

づけられた。昭和24年の教員免許法では，幼稚園の教員も小．中学校の教員と同じく，大学卒業

者または大学における２年の課程の修了者で，必要な単位を取得した者でなければ資格が与えら

れないことになり，幼稚園の教員は大学または短期大学で養成されることになった。またこの法

律により，免許状取得の条件が客観的に定められ，所定の単位を修得すれば，誰でも教員免許が

得られる，開放主義が採用されることとなった。この法律は，昭和28年に若干の改訂がおこなわ

れたが，幼稚園教員の資格，および養成の方法については基本的に大きな変化はなく現在に至っ

ている。
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（ii）保育所保母

託児所は昭和22年（1947）の児童福祉法により，保育所と改称され，同法第39条により児童福

祉施設のひとつとして位置づけられた。幼稚園の目的が学校教育法第77条で,「幼児を保育し，

適当な環境を与えて，その心身の発達を助長すること」と規定されたのに対して，保育所は，児

童福祉法第39条により，「日を保識者の委託を受けて，保育に欠けるその乳児又は幼児を保育す

ることを目的とする施設」とされた。このようにして保育所は，厚生省の所管のもとに全国の市

町村に設けられるようになり，幼稚園と並んで戦後急速な発展をとげた。昭和44年度における幼

稚園在籍者は約155万人，保育所在籍者は約90万人に達する。

保育所保母の資格を得る要件については，児童福祉法施行令第13条により，また保母の養成に

ついては同じく施行規則第39条の２によって明確にされている。すなわち，保育所の保母として

の資格は，厚生大臣の指定する大学，短期大学および各種学校施設で取得でき，保育所保母は実

質的にこれらの機関で養成されるようになった。

2）幼児教育教員・保母養成の現状

ａ）免許資格

①幼稚園教員

幼稚園教員の免許状には普通免許状と臨時免許状とがある。普通免許状には１級免許状と２級

免許状とがあり,)両者は免許状取得の要件（１級は学士号を取得すること，２級は大学に２年以

上在学し62単位以上を取得すること）において差があるが，免許状そのものの効力の差はない。

普通免許状は全国的に通用し，所有者の終身有効である。臨時免許状は普通免許状の得られない

場合にのみ補充的に授与されるもので，免許状の授与権者の所在する都道府県内に限り，３年間

効力をもつ・免許状の授与権者は，国公立幼稚園教員の場合は都道府県教育委員会，私立幼稚園

教員の場合は都道府県知事である。昭和45年３月卒業生の幼稚園教員免許取得の状況は，１級が

1,194名，２級が23,813名であった。

（ii）保育所保母

児童福祉法施行令第13条によると，保母の資格は，①厚生大臣の指定する，保母を養成する学

校その他の施設を卒業した看，②保母試験に合格した者，③児童福祉事業に５年以上従事した者
で厚生大臣が特に適当と認定した者に対して与えられることになっている。①には，大学，短期
大学，各種の養成施設がふくまれる。②の試験は，各都道府県知事が実施することになってお
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り，高等学校卒業者，それと同等以上の学力のある者，および児童福祉施設で３年以上児童の保

護に従事した者などに受験資格がみとめられている。昭和44年末に，保育所に勤務する専任保母

は総数64,605人で，うち有資格者56,875人，無資格者7,730人である。また，有資格者の内訳は，

養成機関卒業20,256人，試験合格者34,736人，認定による者1,883人となっている。

ｂ）菱成機関

（i）幼稚園教員

幼稚園教員の養成機関には，大学・短期大学のうち，文部大臣が幼稚園教員養成を行なうのが

適当であると象とめたものと，文部大臣の指定する幼稚園教員養成機関とがある。戦後，すべて

の教員養成は一般の大学で行なうという原則が確立されたが，昭和28年の教育職員免許法の一部

改正により，幼稚園教員も，文部大臣が教育職員養成審議会に諮問して，免許状授与のための所

要資格を得させるのに適当な課程を認定された大学および短期大学で養成されなければならなく

なった。このようにして文部大臣が課程の認定をおこなった大学は，昭和45年４月現在で，大学

７６校，短期大学173校，合計249校である。大学の内訳は，国立49校，公立２校，私立26校であ

り，短期大学の場合には公立11校，私立162校となっている。幼稚園教員を養成しうる課程とし

て認定されているものには，正規の幼稚園教員養成課程のほか，いわゆる副免として幼稚園教員

免許状が取得できる小・中学校教員養成課程，その他専攻科，聴講生，通信教育の課程もふくま

れる。国立大学においては，昭和41年（1966）岡山，徳島，香川，福岡教育の各大学にはじめて

正規の幼稚園教員養成課程が開設され，その後増設されて，昭和46年度には上記の諸大学のほ

か，北海道教育大など合計12校に幼稚園教員養成課程がおかれている。

文部大臣の指定する幼稚園教員養成機関とは，大学・短期大学における養成が不十分な場合に

限り，幼稚園教員養成課程をもつ大学に附置されるか，またはその大学の指導と承認のもとに運

営される，いわば補充的・臨時的な養成機関である。指定幼稚園教員養成機関とよばれ，幼稚園

教員の不足な場合においての染，原則として指定期間を５年に限って承とめられるものである。

この機関では，短期大学と同等の単位数を修得するを要し，授与される資格は幼稚園教諭２級普

通免許状であり，短期大学で取得する２級免許状と法規上差異はない。指定幼稚園教員養成機関

は，昭和46年４月現在で公立６校，私立58校であり，昭和40年に比べると，公立で１校，私立で

24校増加している。多くは，入学資格は高等学校卒，修業年限２年であるが，施設設備などにつ

いて基準は定められておらず，教育の水準には問題がある。

昭和45年の幼稚園教員免許状取得状況を見ると，大学卒業者2,280人（全体の９％)，短期大学
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卒業者17,581人（69％)，指定教員蕊成機関卒業者5,446人（22％）となっており，これらの人々

の就職状況は，昭和45年６月１日現在で，大学卒業者297人（３％)，短期大学卒業者5,874人

（61％)，指定教員養成機関卒業者3,538人（36％）である。

（ii）保育所保母

保育所保母の養成機関としては，児童福祉法施行規則による大学，短期大学，各種養成施設が

ある。すなわち同法施行規則第39条の２によると，保母養成のため厚生大臣の指定する学校，施

設は高等学校卒業者，またはそれと同等以上の学力があると認定された者を入学せしめ，２年以

上の修業年限を課するものとされており，さらに，厚生大臣の定める必'惨科目，授業時間数，適

当な建物および設備をもつべきことが定められている。このような，厚生大臣の指定する大学

は，昭和45年４月現在で，大学11校，短期大学143校，計154校となっている。４年制大学の内

訳は，国立１校（お茶の水女子大学)，他はすべて私立である。短期大学の場合は，公立９校，

私立134校である。

厚生大臣の指定する大学以外の保母菱成施設は昭和45年４月現在で，公立29校，私立60校，計

89校である。これら施設には，指定幼稚園教員養成施設と重複するものもあり，その施設設備，

教員組織など内容的には不十分なものが多い。

昭和44年３月に保母養成機関を卒業した者は，14,084人であり，このうち，保育所へ就職した

者は5,924人（42.1％)，保育所以外の児童福祉施設に就職した者1,266人（8.9％)，児童事業に

たずさわる者447人（3.2％)，その他に就職した者6,447人（45.8％）となっている。

3）幼児教育教員養成および保母養成における問題点と課題

ａ）４年制大学における養成

前述のように，昭和45年度に幼稚園教員として就職した者は約9,700人であるが，このうち，

４年制大学卒業者は297人で，わずか３％を占めるにすぎない。しかも297人のうち，国立大学の

教員養成学部卒業者は34名で，大部分は国公私立の一般大学・学部の卒業者である。すなわち,

幼稚園教員の養成に関しては，わが国の現状では幼稚園の設置形態および幼稚園教員の待遇上の

理由もあって，４年制大学よりも短期大学に依存するところが甚大であり，また，国立大学より

も私立大学に頼るところが大きいといわなければならない。すでに，昭和32年８月，日本保育学

会は中央教育審議会会長宛「幼稚園教員養成制度に関する陳情書」を提出し，そのなかで，国立

大学教員養成学部に幼稚園教諭養成課程（４年制）を特設することを要請しているが，幼稚園教
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負養成についての国の関心は従来必ずしも十分でなく，昭和46年度現在，わずかに12大学の教員

養成学部に，それぞれ定員30名の養成課程がおかれているにすぎないことも，すでに指摘したと

おりである。しかも，これらの養成課程も，その学生数20～30名に対し，専任の教官は２名内外

にすぎず，組織，体制において決して満足すべきものではない。

幼児教育の重要性についてはここにあらためて論ずるまでもないが，幼児教育が国民すべての

平等にしてかつ機会均等的な，人間的資質の発達と開花のための重要な基礎であり，真に民主的

な社会の発展のための基盤形成にかかわるものであることに留意するならば，大学が，幼児教育

およびそのための教員養成に深い関心を抱くべきことは当然である。また幼児教育の要求する高

次の学問性と総合性を顧慮するとき，幼児教育をになう教員の養成は少くとも４年制大学のレベ

ルにおいておこなわれることがのぞ責しい゜諸外国の動向を徴しても，イギリスでは保育学校，

幼児学校の教員は教員養成大学，フレーベル大学，総合大学の教育学部で養成されている。ソビ

エト連邦においても，幼稚園教員の養成は，就学前教育師範学校や教育大学就学前教育部でおこ

なわれている。富た，教員養成の年限については，イギリスのロビソス報告，フランスのランジ

ュバン委員会答申など，いずれも４年制の「学士」課程を提案していることは周知のとおりであ

る。

保育所保母の養成の現状は，幼稚園教員以上に不完全であり，また国および大学の関心と配慮

に欠けている。このことは，４年制の国立大学で保母養成機関としてみとめられているものが，

お茶の水女子大学１校にすぎない現実からも明らかであろう。保母の機能をどのようにとらえる

かについては種☆の考え方がありうるが，後にもふれるように，あたらしい意味での幼児教育を

正しく位置ずける視野のなかで，医学，心理学，社会学，教育学および人間性の総合的実践者と

しての保母の職能を認識し，その養成を４年制大学レベルにおくべきことは当然であるといわね

ばならない。

ｂ）短期大学における養成の問題

以上のように，幼稚園教員および保母の養成は原則として４年制大学でおこなうことが望まし

いが，現状における短期大学への依存度から見て，短期大学における養成を一挙に廃止すること

には多くの困難がともなうと考えられる。しかし，短期大学における２ヶ年の修業課程および４

週間の教育実習では，基礎学力に不足することを否めない。それゆえ，専攻科をふくめた，修業

年限の延長，あるいは現職研修の組織化と充実を検討すべきであり，大学は現職研修の担当を積

極的に設計する必要があると考えられる。
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ｃ）大学以外の養成機関の廃止または転換

指定幼稚園教員養成機関は本来臨時の施設であり，またその設置の基準について格別の定めの

ない養成機関であるが，その卒業者が，昭和45年度に幼稚園に就職した者の３６％を占め，しか

も，指定幼稚園教員養成機関の数が年々増加し，その卒業者の絶対数も増大しつつある事実は注

意すべきことである。この点について，昭和45年２月日本教育大学協会は，「教育制度の改革に

ともなう教員養成制度改善の方向について」という文書のなかで，本来は次第に解消されるべき

指定幼稚園教員養成機関が依然として多数存在する実態をこのまま放置すべきではないという見

解を示している。また前掲日本保育学会の陳情書も，指定幼稚園教員養成機関をなるべく早く廃

止または転換することを要望しており，差当り，この種の機関は幼稚園教員臨時免許状所持者の

ための現職教育の施設としてのみ認めるべきであると提案している。いずれにしても臨時的施設

としての，指定幼稚園教員護成機関は，発展的解消ないし転換の方向で再検討する必要がある。

保育所保母の養成についても，大学以外の保育所保母養成施設では，指定幼稚園教員養成機関

と同様の問題を内蔵している。すなわち，この種の養成施設は，児童福祉法施行規則の簡単な規

定だけで設置されていて，明確な基準を欠くの承でなく，短期大学等に併設されているもので

は，専任職員もきわめて不十分である。この点は，昭和45年の中央児童福祉審議会の意見具申に

おいてもつよく指摘されている。したがって，これら養成施設についても廃止ないし発展的転換

を検討すべきである。

ｄ）あたらしい幼児教育のための教員饗成の改善

幼児教育の充実と，そのあたらしい発展にあたって，幼稚園と保育所とは，これをそれぞれ別

個の問題としてとらえるべきでなく，広義の教育の課題として全体的に考慮しなければならな

い。幼稚園と保育所の一元化の要望は，わが国においてもすでに戦前からくりかえし提案されて

おり，諸外国でも，義務教育年令の引き下げや，就学前教育と初等学校低学年の一貫的整備の方

向がすず象つつある。イギリスの保育学校，幼児学校，ソビエト連邦の保育・幼稚園，アメリカ

の幼年教育などがそれである。また，イギリスの保育学校，幼児学校，ソビエト連邦の保育・幼

稚園はいずれも教育省の所管するところとなっている。当面，幼稚園および保育所，ならびにそ

の教員・保母養成の所管が文部省，厚生省に分割されている事態は早急に整備の必要があろう。

保育所保母の資格を取得するための所要単位は，昭和37年に－部改正されて，幼稚園教諭２級免

許状所要単位とかなり近似の内容となっており，短期大学等では保母資格と，幼稚園２級免許状

の双方を取得することは比較的容易になっている。このことは，保母資格の面から見ればひとつ
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の進展であるが，さらに，幼児教育担当者として，その養成は大学レベルで整備されなければな

らない。

ｅ）幼児教育の科学的基盤の育成と幼児教育者恭成に当たる研究者の菱成

わが国では今後，幼稚園および保育所など，幼児教育施設の普及が急速にすすむと予想され

る。その際これらの施設が従来の私企業的性格を是正し，少なくとも公的な教育施設として社会

的に正しく位置づけられる事が重要である。文部省では，中央教育審議会の答申をうけて，幼児

教育振興10年計画を立案し，それを実施しようとしているが，この計画の目標は，昭和47年度か

ら56年度までに，保育に欠ける幼児および身心障害児をのぞいて，幼稚園に入園を希望するすべ

ての４．５歳児を就園させることにあると伝えられる。この計画は，前期と後期の５ケ年づつに

わけて実施されるというが，前期５ヶ年だけでも，そのための幼稚園教員需要は，幼稚園の新規

噸設にともなう者約19,000人，退職補充に要する者約43,000人，合計62,000人と見込まれる。こ

の文部省の計画に先立って，厚生省は別個に「保育所緊急整備計画（５ケ年計画)」を樹立し，

昭和46年度からその実施に出発している。この厚生省の計画の達成に要する保育所保母の数もま

た相当大きいものである。

文部・厚生両省の企画する振興・整備計画はそれぞれ独立して連関が必ずしも十分でないこと

をふくめ，その内容には種為の問題があるが，かりに両計画の実施がすすめられるとする場合に

も，膨大な教員需要にどのように対処するか。前述のとおり，わが国における幼児教育者養成の

現状はすこぶる不完全であり，まず，その養成の体制の充実・整備が緊要であるといわねばなら

ない。その養成が，大学ことに４年制大学のレベルでおこなわれるべきことは既に指摘したとお

りであるが，大学レベルにおける養成のさらに前提となるのは，①幼児教育の基礎となる科学の

充実・振興と，②幼児教育教員養成にあたる研究者・教授の養成である。この前提の正しい意味

での実現がなければ，いたずらに画一的・形式的な幼稚園・保育所の普及をはかっても，それは

むしろ弊害をともなうこととなろう。

現状では，幼稚園教員および保育所保母の養成にあたる教授・研究者の養成はほとんどおこな

われていないといっても過言ではなく，全国の大学のなかで，博士課程までを備えた幼児教育学

関係の講座は皆無といってしかるべき状態である。また，幼児教育が，本来，狭義の教育学の糸

ならず心理学，医学，社会学をふくむ広汎な総合的人間学にその基盤をもとめなくてはならない

ことを想起するとき，現在の大学における断片的研究体制の徹底的な改編，整備の必要性もまた

自明である。（第ＸＩＸ表参照）
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第ＸＩＸ表幼児教育学講座（学科目）現状（昭和46年度）

|鑪儒|筆,計|”
講座
（学科目）

大学 授業科目

幼児教育

保育内容研究

幼児教育学，幼児心理学

領域教育論蟇鑿健僕鱗艤製凛

１

北海道教育大学 ○
１

千葉大学｜幼児教育｜幼児教育方法論，幼児教育指導法演習’１ １１○

小児保健演習，乳幼児教育演習

幼稚園教育概説蟻蕊法,幼児の
幼児心理学，幼児精神衛生

▲児童

幼児教

幼児心

学
育
理

１

１
１
１東京学芸大学 ○４

お茶
女子

の水
大学 保育学Ｉ，Ｌ保育実習

幼児心理学

保育内容研究鵜鴦へ絵画製作

▲幼児保育

幼児心理

保育内容研究

１１１ ２

１

愛知教育大学 ○２

１

Ⅱ三一拳|鯆鱸
…大挙|:青長鍜

幼児心理

保育内容研究

１

'|ｏ
’'○幼児心理学講読Ｉ，幼児教育学

音楽Ｌ幼児音楽教育演習

１

１

幼児教育領域総論，幼児教育学，幼児
心理学
音楽リズム，社会，自然，言語，絵画
製作，健康

幼児教育 １

大阪教育大学 ○２

保育内容の研究 １

鍵鑑善幼児心理学実蕊幼児心
音楽リズム，絵画製作，健康，社会，
自然，言語

幼児心理 １

奈良教育大学 ○

２
’
２
’
２

保育内容の研究

１
’
１
’
１

幼年教育概論，幼年教育学特殊研究
幼年教育学実験実習奈良女子大学｜▲教育方法学

１
二
１

幼児教育概論，幼年教育史

保育内容総論鬮山大学|雛容穂 ○

幼児教育学

}幼児教育学,幼児心理学

(識座外）

▲幼児教育学

▲幼児心理学

１
１
１広(驫蘇

１
１

１ ６

幼児心理学，幼児教育心理学

言語‘音楽，リズム，絵画製作等学|難癖:綴
１

２１○徳島大
１

幼児心理学，教育評価学

自然，社会，健康掌|鰄容:鎧

１
１ ２１○香川大

幼児教育史，家庭教育，幼児生活指導

音楽リズム，絵画製作，健康犢鬮教育大学|:青:繧糠
１

２１○
１

鹿児島大学｜教育制度｜幼児教育概論 １ １

○印幼稚園教員養成課程をもつ大学▲印講座，その他は学科目
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Ⅶ盲・聾・養護学校教員養成の問題

盲学校，聾学校，養護学校など，身体または身心障害児の教育は，従来慣用的に特殊教育とよ

ばれているが，一般教育に対する名称としての特殊教育という用語は必ずしも適切ではない。盲

教育，聾教育，障害児教育など具体的に表現すると同時に，この領域の教育に要求される，教育

学，心理学，医学，社会科学の総合性は，実は，一般の幼小中高における教育にも要請されてい

ることに留意しなければならない。その意味では，いわゆる一般学校における養護教員の位置づ

けとその養成の問題についてまた，いわゆる特殊学校教員養成の問題とともに，基本的な検討が

必要であると考えられる。

1）盲・聾・養護学校教員養成の沿革

わが国における障害児の教育は，明治11年（1878）京都盲唖院の設立によって始まった。しか

し，大正期までの，この領域の教育は，慈善的社会事業の性格が濃厚であり，児童の多くが就学

猶予，ないし就学免除の対象となっていたこともあって，その教員養成も本格的な取組みに欠け

ていた。教員の資格は，明治24年（1891)，小学校教員の資格をもつ者あるいは府県知事の免許

を得た者と定められたが，養成の開始は明治36年（1903）で，東京盲唖学校教員練習科がこれに

あたり，明治43年（1910）の東京盲学校・東京聾唖学校の各師範科開設までに44名の卒業生を出

した。東京盲学校および東京聾唖学校の師範科は，大正12年（1923）師範部に改組され，普通科

と技芸科に大別された。師範部は，約1,000名の卒業生を世に送ったが，盲学校・聾学校の急速

な増加，生徒数の膨張に対応するには不十分で，教員養成のための講習会がこれをおぎなった。

大正の末期から児童研究，治療教育学が次第に進歩し，それを背景に特別学級，補助学級などの

設置を見るようになったが，そのための教員の養成については，散発的な講習会，研修会がおこ

なわれたにとどまった。

昭和23年（1948)，盲・聾児の就学が義務制になるとともに，昭和24年（1949）教育職員免許

法によって盲学校・聾学校・養護学校の教員は，それぞれの免許状を所持すべきこととなった。
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その養成は４年制大学でおこなわれる建て前とされたが，急激な教員需要に応じ切れず，臨時の

養成機関ないし課程が相ついで設置されることをさけ得なかった。昭和24年（1949)，国立盲教

育学校，国立聾教育学校が設けられ，これらは東京教育大学教育学部特設教員義成部となり，つ

いで昭和26年（1951）には，東京教育大学に特殊教育学科が発足するとともに，広島大学など４

大学に盲学校および聾学校教員養成のための臨時養成課程（２ケ年）がおかれた。その後，盲学

校教員については２大学に，軽学校教員については６大学に４年制の養成課程が開設されるに至

った。

精神薄弱児教育のための教員養成は，昭和35年（1960)，東京学芸大学など４大学に４年制の

養護学校教員養成課程が設置されたのをはじめとして，ほぼすべての都道府県所在大学にこの課

程が設けられ，また現職教員を対象とする半年もしくは１年の臨時教員養成課程が，５大学に開

設された。さらに，肢体不自由児や，言語障害児の教育のための教員養成課程もおかれるように

なった。以上のほか，特殊教育学校教員免許状を得るのに必要な単位を履習させうる国公私立大

学が数多く認定されており，また現職教員を対象とする認定講習会が毎年各地で実施されてい

る。一般小・中学校における特殊学級教員については特別な免許状は要求されていない。

2）盲・鰹・養護学校教員養成制度の現状

ａ）教員の資格

盲・聾・養護学校に勤務する教員には，幼・小・中．高の教員免許状（基礎免許状）に加え

て，盲・聾・養護学校教員免許状が必要とされる，資格および免許状取得の方法は第ＸＸ表の通

りである。

第ＸＸ表

教員資格：基礎免許状十盲・聾・餐護学校教員免許状

免許状取得の方法：’基礎免許状
－し＋

両面Ⅱ了箪-面’
↓▼

堀i;uFwFl｢11唖
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教育職員検定：’基礎免許状

↓

在職３年’６単位

↓

２級免許状

↓ ↓

||亟在職3年'6単位
↓↓

１級免許状

盲．聾．養護学校教員に必要とされる専門科目および単位は第XXI表のとおりである。

第ＸＸＩ表

１）盲学校教諭免許状一盲教育・点字の理論および実際・盲心理・視覚生理および病

理・盲教育実習→各２単位以上

２）聾学校教諭免許状一聾教育・言語指導の理論および実際・聾心理・聴覚音声生理

および病理・聾教育実習→各２単位以上

３）養護学校教諭免許状一異常児教育一４単位以上，異常児心理・異常児の病理・異常

児の保健・異常児教育実習－各２単位以上

基礎免許状だけで就職した者には，第ＸＸ表で示したように，教育職員検定による免許状取得

の道があり，これは当分の間の例外規定とされているが，実情においては，この規定に該当すべ

き教員数は第XXII表のように極めて多数にのぼる。

第XXIⅡ表盲・聾・養謹学校における免許状所有者の割合

（昭和45年５月現在）

学校別教諭・助教諭数免許状所有者数比率（％）

盲学校2,6521,52957.6％

聾学校4,3272,612６０．４

精薄養護学校1,907９０５４７．５

肢体不自由養護学校2,8641,170４０．９

病弱養護学校５５５１６５２９．７

計12,3056,381５１．９

ｂ）大学における養成

大学における盲．聾・養護学校教員の養成の現状は第XXIII表に示すとおりである。

４年制の課程においては，学生は，基礎免許状の必要単位を履修し，さらにそれぞれの特殊専

門科目を履修する。多くの場合，前者の必要単位数は後者の２倍ぐらいになっており，専門性の

十分な修得の点で難点がある。教官スタッフは，通常１課程に２学科目，教授１，助教授１の２
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第XXIII表大学における盲・聾・養謹学校教員の養成（昭和47年４月現在）

入学資格養成大学の数｜修業年限|定員分区

大学入学資格を有すること

同上

同上

同上

同上

宮城教育大，広

東京学大等６

束京学大等４７

大仮教育大等３

束京学大等３

,熊本大等５

４年

４年

４年

４年

４年

１年また
は半年

盲学校教員養成課程

聾学校教員養成課程

韮護学校教員養成課程
肢体不自由児教育教員養成課
程
言語障害児教育教員養成課程

菱護学校臨時教員養成課程

大
学
学
学
学
学

島
大
大
大
大
大

酢２Ｃ

小・中・高等学校または幼稚園の教
育の普通免許状を有すること（取得
見込を含む）

同上

島２C
mtl12C

蕊議艤誓自由児教育臨時教員菱
言語障害児教員臨時教員養成
課程

指定教員養成機関

１年
｢１
Ｌ」

年
年

１
２

同上

盲学;佼高等部専攻科，理療料を卒業
し,もしくは同等以上の学力を有し，
あん摩マッサージ指圧師，はり師，
きゅう師の免許状を有すること（取
得見込を含む）

金沢大等４ 大学 牙２［

東京教育大理療科教 号２〔

|員…
|東北大等 ４年16大学課程認定

名しか配当されておらず，附属養護学校の附設がある場合，教授（校長専門職）１名増となって

いるにすぎない。また，養護学校教員養成課程の一部をのぞき，他の養成課程には附属学校はお

かれていない。いづれの課程においてもカリキュラムは，教育学，心理学，医学など広範な領域

にわたって編成されているが，そのすべてを２名の専任教官で担当することは，いうまでもなく

不可能であり，多くの講義を非常勤講師に依存せざるを得ない。すでにして，教育カリキュラム

を担当するのに不十分である現状において，研究活動が著しく制約されざるを得ないことは指摘

するまでしない。

臨時の養成課程は，基礎免許状所有者を対象とするものであり，現職教員の研修および資格取

得に大きな役割を果たしているということができる。しかし，臨時の課程として位置づけられて

いるところから,専任のスタッフおよび固有の施設・設備を与えられず,そのため講義を担当する

専門家の得がたい大学では，講義の多くが集中講義などの形式にならざるを得ない状態である。

ｃ）免許法認定講習による養成

教育職員検定に必要な単位を取得せしめるための認定講習は，①都道府県教育委員会の主催す

るもの，②都道府県教育委員会と文部省とが共催する地区別特殊教育講座および③大学の主催す

るものの３者があり，盲・聾・養護学校に勤務する特殊学校免許状非所有者のため，資格を付与

する機会を与えている。なお養護学校教員免許状取得のための通信教育も昭和43年度から一部の

大学によっておこなわれている。
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3）盲・聾・養護学校教員養成制度の問題点と課題

ａ）４年制大学における養成

盲・聾・養護学校教員の養成が原則として４年制大学においておこなわれているのは，教員養

成を大学においておこなうという趣旨から当然であるばかりでなく，とりわけ，これらの諸学校

の教員には，医学・心理学・社会科学をも総合した，ひろくかつふかい素養が要請されているこ

とからも，その養成における大学ことに総合大学の役割が重視されるのである。いわゆる教員養

成大学にその養成課程がおかれる場合にも，そのための教育・研究組織は，十分な専門的かつ総

合的基盤をそなえていることが望ましい。

それにもかかわらず，大学における盲・聾・養護学校教員養成の現状においては，免許制度と

の関連から，幼・小・中・高の普通免許状の取得（基礎免許状）と，それぞれのいわゆる特殊教

育教員免許状の取得のためのカリキュラムが，いわば機械的に加算される形となっており，しか

も多くの場合いわゆる特殊教育関係の専門科目は，基礎免許状取得のための学科目のなかに散在

的に挿入される観を呈している。それゆえ，学生は，基礎免許状関係単位の取得により多くの時

間と労力をついやせざるを得ず，系統的・集中的に一定時間を特殊専門的な実習や実験にあてる

ことがむづかしい。まして，科学的な探求を通じ，ふかい総合的・専門的理解を身につけてゆく

ことは，ほとんど不可能といっても過言でない状況である。

この状況は，免許制度の内容の再検討を要請するものであると同時に，何よりもまず，現行の

教員養成課程における教育・研究体制の貧困の反映である。すでにのべた通り，盲・聾・養護学

校の教員養成課程は,大多数は２名の専任教官を備えるにすぎず,その施設・設備および研究費な

どの諸条件においてもきわめて劣悪である。一応のカリキュラムは非常勤講師の依嘱によって実

施しているとはいうものの，大学内において各学部にわたる其の意味の総合教育・総合研究のた

めの組織化はほとんど進んではおらない。また，この領域の専門性をふかめ，学問的基盤の育成

のため作用すべき大学院は，わずかに東京教育大学および東北大学におかれているにすぎない。

大学におけるこの領域の基本的な教育・研究体制の整備は，当面もっとも焦眉の課題というべき

である。同時に，附属盲・聾・菱護学校の設置を検討し，盲・聾・養護学校・養護施設，小児病

院など，大学外の学校・児童福祉施設，児童医療機関との連携の密接化をすすめる必要がある。

本来，盲・聾・養護学校の教員は，対象児およびその障害に対する正しい理解とともに，それ

ぞれの障害児が，障害を克服して，人間としてのその発達の可能性を実現するべく必要な高度の
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指導原理と技術に習熟しなければならない。そのため教育・心理・医学・社会科学にわたる基礎

的学習ならびに研究が不可欠であることをすでに指摘したが，十分な，教育・研究体制が整備さ

れることを前提としても，そのための養成コースが，現行のように一般教育をふくめ４年間で適

当かつ十分であるか否かについては検討の余地がある。この点については，現行の制度のまま年

限を５～６年に延長するという提案もあるが，むしろｊいわゆる特殊教育教員としての専修＝－

スは大学院レベルに位置づけ，４年間の一般教員養成コースを終了した後，それぞれの領域を専

攻せしめることが考えられる。後者の形式は，普通教育経験者の再教育または大学院レベルにお

ける養成を主流とする欧米各国の方式に類するものであり，わが国の現況においても，新卒者の

採用が少なく，現場では，一定期間普通教育の実践を経て来た者を望む声があることをも顧慮す

べきであろう。また，いわゆる，特殊教育の専修を大学院レベルでおこなうことと平行して，一

般の教員養成＝－スの学生に，学部レベルで一定の，盲・聾・愛護教育に関する単位の取得を課

することも検討すべきであると思われる。すべての階程の学校教育において健康と身心諸要素に

関する配慮が科学的にとりあげられる必要のあることはいうまでもない事柄であり，一方，教員

を志す学生の学習の過程からいえば，高等学校卒業の段階でいわゆる特殊学校教員の志望を決定

させることには無理が多く，普通の教員養成＝－スにおける履習の経過中に，いわゆる特殊教育

へ進む意志を決定せしめ，大学院レベルでその専修を課する方が，より効果的であると見られる

からである。

ｂ）いわゆる特殊教育担当数員の開給と教員養成

（ｉ）すでにのべたとおり，戦後急速に発展したこの領域の教員需要に応ずるため，大学にお

ける４年制養成課程が未整備の段階で，幼・小・中．高の普通免許状所有者を対象に，臨時の養

成課程が設置されたが，それは今日においても存置され，次第に現職教育機関の色彩をつよめつ

つある。前項に指摘した事情からも，この臨時の養成課程は，大学院レベルとして位置づけ，そ

れに見合う教官，施設，設備をととのえ，明確な現職教育組織へ発展せしめることを検討すべき

であろう。

（ii）普通学校の「特殊学級」担当の教員については現在のところ資格の規定を欠いており，

しばしばいわゆる特殊教育に関する専門的知識の乏しい者が担任している実情がある。この点は

す承やかに改め，養護学校教員として正規のコースを終了した者にその担当を委ねるべきであ

る。

（iii）菱成コースの整備，現職教育の整備にともない認定講習，検定制度による資格取得は次
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第に検討を加え，臨時措置による安易な教員充足は解消する方向で措置することが望ましい。

4）養護教諭の問題

養護教諭は，沿革的には，明治37年（1904）以降学校看謹婦として小学校に配置され，昭和１６

年国民学校令にともない，養護訓導として位置づけられたものに由来する。戦後学校教育法（昭

和22年（1947）によって養護教諭と改称されて今日に至っている。養護教諭の職責は，学校にお

ける児童生徒の健康と生命を守り育てるという教育の本質にふれるものであるが，現状において

は，より狭義の保健管理およびそれにともなう実務に限定されがちで，真の意味での教育活動の

なかに正しく位置づけられているとはいえない。この報告の立場での問題は，その養成制度であ

り，現状では各種学校，短大をふくめてその養成コースはきわめて多種多様にわたっている。課

程認定をうけた４年制大学で，教員養成もしくは看護婦養成のついでに養護教諭の免許が取得で

きるコースがあるが，実際にはこのような４年制大学を卒業した者で養護教諭となった者はほと

んどない。大部分は，保健婦学校，看護婦学校あるいは養護教員養成所の経験者で，教員として

の基本的素養において十分とはいいがたい。この養成状況を根本的に再検討し，一般の教員と同

学歴にまでレベルおよび教育内容をたかめ，４年制大学の課程による一貫した養成制度を確立す

ることが必要であると考えられる。
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Ⅷ産業教育教員養成の問題

1）産業教育教員養成の沿革

産業教育教員とは，主として後期中等教育（高等学校）において，農業，工業，水産，商業な

どの職業教育を担当する教員を意味する。戦前,この種の中等学校は実業学校とよばれていたが，

実業学校は他の中等学校に比べてその制度的な整備がおくれ，実業学校教員の養成，資格認定，

免許制度なども，基本的な整備が十分におこなわれることなく経過した。この傾向は，戦後にお

いても根本的には解決することなく今日に及んでいるということができる。すなわち，戦後，教

員養成は大学においておこなうという原則と，開放制の建前とから，産業教育教員の養成も一般

大学のそれぞれの専門学部または専門単科大学においておこなわれることになったが，「一般大

学・学部における教員養成の現状と問題点」の章下においても指摘したように，その実情は必ず

しも満足すべきものではない。また，それぞれの専門大学・学部卒業生の就職事情や社会におけ

る待遇の情況が影響して，産業教員の確保はつねに困難であったし，また現在においても必ずし

も容易でない。たとえば，工業教員の養成について見ると，昭和24年（1949）以来，東北大学な

ど７校の国立大学エ学部に，工業教員養成課程がおかれ，エ業教員養成に配慮が加えられたにか

かわらず，この課程の卒業生とその他の国公私立大学の卒業生を合せても工業教員免許状の取得

者は例年1,000人程度に止まり，しかもそのうち実際工業教員として就職する者は100人にみたな

いというのが，昭和35年ころまでの実情であった。

一方，1950年代の後半以降，産業ことに工業生産の拡大にともなって，工業技術者とくに中級

工業技術者の需要が増大し，高等学校の工業課程や工業高等学校の充実拡充，生徒定員の増加，

およびそれにともなう工業教員の確保に関する産業界の要求は熾烈なものがあった。これに応

えた措置が，昭和36年（1961）の「国立エ業教員養成所の設置等に関する臨時措置法」ならび

に，それに基いて北海道大学他全国９校の国立大学に設置された「臨時エ業教員養成所」であ

る。臨時工業教員養成所は高等学校卒業生またはこれと同等以上の学力を認定された者を入学せ

しめる，修業年限３ヶ年の課程で，その卒業者には高等学校工業科の２級免許状が授与された。

－５７－



入学定員の総計は880人で，昭和39年以降８年間に8,640人の卒業生を出す構想であった。臨時的

措置としての性格上，昭和42年度（1967）以降学生募集を停止し，昭和44年（1969）３月末を以

て制度上廃止された。この間工業教員として就職した者は，当初の計画のおよそ60％と推定され

ている。

社会的要求がつよい場合に，本来の養成制度を基本的に検討し，その本質的改善と充実を計る

ことを省略して，速成的臨時措置に依存するのは，わが国の文教行政の抜きがたい通弊である

が，臨時工業教員養成所の経験もまたその１例であるといわねばならない。もともとその設置に

は多くの批判意見があり，またこの臨時措置を実際経験して，それを担当した大学には大学とし

ての反省と評価がある筈である。この経験は，今後産業教育教員の養成について，大学がそれに

正しく対処するため，その問題点を反復しない意味で反映されなければならない。

第ＸＸＩＶ表臨時エ業教員養成所の設置状況

科｜入学定員’計設置大学｜学

電気工学科

機械工学科

工業化学科

０
０
０

４
４
４北海道大学 120

電気工学科

機械工学科

土木工学科

０
０
０

４
４
４東北大学 120

電気工学科

機械工学科

建築科

０
０
０

４
４
４東京工業大学 120

…文大学|鰹警：

如
如

8０

名罎工業大挙|義化宴：
4０

４０
8０

電気工学科

工業化学科

土木工学科

０
０
０

４
４
４京都大学 120

掌|繍蓋：

蛆
如

大阪大 8０

広島大学|繍慧：
4０

４０
8０

学|饗葹製

如
如

九州大 8０
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2）産業教育教員養成の現状

昭和45年４月１日現在で，産業教育教員の養成に関して，免許教科別に課程認定をうけている

大学の数は第ＸＸＶ表に示すとおりである。すなわち，養成の場そのものの数は,決して不足

している状況ではない。ただ，国立の教育系大学および学部には産業教育教科の高等学校教員養

成のための課程は皆無であることに注意を要する。

第ＸＸＶ表免許別教科別課程露定大学数

農
業

商
業

水
産

工
業区 分

記－８｜町一坦
弘・４｜躯一ｍ
弱－２ｌｍｌｍ

ｕｌ１ｌ２ｌ辿

聿》・密計一
二
級
普
通
免
許
状

高
等
学
校
教
諭

大

学

日乢
大｜国立

公立
高
等
学
校
教
諭
一
級
普
通
免
許
状

学
院 私立

計

に'三に'二
国立大

学
の
専
攻
科

公立

私立

計

計
一
計

合 4１１６２１４４１１５
１０８１１７２１１５７１２９総

このように，養成の場は数的に十分確保されていると見られるのに対し，実際高等学校の産業

教育教科の免許状を取得する者の数は，おなじく昭和45年度の資料によれば第XXVI表のとおり

である。

工業教員について見れば，免許状取得者は6,000人に及び，昭和35年頃に比べ著しい増加のあ

ることがみとめられる。その30％は国立大学工学部で養成された者である。農業教員についても

国立大学農学部における養成率は46.8％とかなり高率である。これに反し，商業教員の90％は私

立大学の卒業生である。

－５９－



第ＸＸＶＩ表教科別免許状取得状況（高等学校）

業｜工農 業 産水
区 分 級

４
７

１級 １級 ２級
一

(,態

１級’２級此’２紐

５８

(1.8）
教育系

国
立

大 534

(46.8）
１，８０３

(31.0）
１６３

(5.1）
４９

(80.3）

６

一般学部

１８

(1.6）
公立 ５８

３，８６３
(66.5）

7６

｢て可諏 ２，８９３
(90.7）

私 立 ６
学

1,140
(100）

5,809
(100）

3,190
(100）

６１

(100）
計

教育系

＝

国
立

大
学
院
専
攻
科

一般学部 7６ ２３１

公立 1８

私立 １２４ ２９

計 373 ６１

合計 7６１１，１４０１３７３１５，８０９１６１１３，１９０１７１６１

第XXVⅡ表は，高等学校における産業教育教員の就職状況である。前掲のように,免許状取得

者はかなり多数にのぼるにかかわらず，免許状取得者で実際に高等学校へ就職する者の比率は著

しく低い。第XXVI表と第ＸＸⅥI表を対比して，免許状取得者に対する就職者の比率を算出し

てみると，農業10.0％,工業2.9％,商業8.1％,水産4.9％となる。この数字は，国立大学一般学

部において高等学校普通科の免許状を取得した者の就職率よりもさらに低く，卒業後の社会的・

経済的待遇の格差を反映していると見られる一面，第ＩＶ章２）の項で指摘したように，それぞ

れの専門学部における教員養成機能の空洞化を招来する重要な要因を形成しているのである。

の糸ならず,第ＸＸＶ表と第XXVI表を対比して,一般大学・学部の１課程あたり（１学部あた

第XXVII表高等学校教科別教員就職状況

農業｜工業｜商業｜水産

大|国立教員養成系 ２ 1８

一般大学・学部’110(94.2） 167(65.8） 255(93.4） ３

|学 計 112(95.7） 185(72.2） 266(97.4） ３

短期大学

大学院・専攻科

’２

５Ｔ５７面。 ７１

合 計’117(100)’254(100)’273(100） ３
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第XXVIII表一般大学・学部の免許状取得者養成数〔１課程（１学部）当〕

教科｜国公私立全体｜国立大学

農業 16.4 9.7

業工 52.0 33.4

商業 27.7 ４．３

産水 4.4 ４．５

り）の免許状取得者養成数を算出して承ると，第XXVIII表のようになる。すなわち，それぞれ

の教科の免許状取得を希望し，またそれを取得する学生の数は，平均すると’全学生数に比べい

ちじるしく僅少である。いわば，きわめて稀薄に分散分布しているということができる。それぞ

れの専門大学・専門学部が産業教育教員養成のための必要なカリキュラム，実習等に対し，特別

の配慮を準備しない限り，産業教育教員の養成は，一般的な専門コースの履修のなかに埋没し，

閑却化される危険をまぬがれないと考えられる。

3）産業教育教員養成の今後の課題

国立大学協会教員養成制度特別委員会がおこなった，一般大学・学部に対するアンケート調査

の結果では，解答の約75％が，産業教育教員養成は，主として，それぞれの専門大学・学部にお

いておこなうべきであるとしている。教育系大学・学部でも大半が同様の見解である。しかし現

実には，産業教育教員養成の実情になお多くの問題があることは上述のとおりであり，主たる産

業教育教員の養成をそれぞれの専門大学・学部においておこなうとしても，①教職としての専門

の教育を十分におこなうこと，②教職実習を効果的に確保すること,が必要であり，③このため，

一般的な専門コースの履習課程に，教員養成のためのゆとりが保証されるべきであろう。教職専

門は，総合大学の場合には，教育学部の協力によってある程度得られるにしても，単科大学にお

いては格別の整備が必要である。より本質的に考えると，初等教育から高等教育までを通じて，

技術教育，産業教育のあり方についての基本的な諸問題には未開拓の部分がはなはだ多い。こと

に，技術，就中産業技術のあり方が，人間社会に対して及ぼす影響がますます重大かつ深刻にな

りつつある情況をかえりみれば，産業教育は，たんに産業的生産への単純に効果的な寄与を目指

すのでは不十分であり，より本質的な人間的契機を内包するものでなくてはならない。その意味

では，産業教育教員養成における教職専門は，ありきたりのレベルでの教授技術で足りるもので

なく，まさに大学の水準における高度の技術教育研究ならびに科学を基盤とするものであること
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を要する。したがって，大学は，高度の技術教育研究のための組織を開発しなければならない。

すべての教員養成の分野において現職教育ないし研修は重要な問題であり，後に章をあらため

て論ずる予定であるが，産業教育教員において再教育，反復教育，あるいは自主的研究の機会を

与えられることは，とりわけ必要である。すでに昭和26年（1951）に「産業教育振興法」が公布

され，これによって，産業教育担当の教員が，約１年間，大学，研究所，民間会社の研究所，エ

場等に留学することが可能となった。このような措置が，ますます拡充強化されることが望まし

いが，その際経済的・財政的援助だけでなく，産業教員の勤務する学校に，長期派遣をゆるすだ

けの組織的余裕が保障されるべきであり，また受入れ側としての大学には，その留学が真に有用

であるための，十分な受入れ準備の体制が必要である。

最後に,産業教育教員確保の根本的問題は,その待遇の改善である。この点については，後に，

教員の待遇について章を設けてのべることとする。
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Ⅸ教員免許制度について

1）戦前の免許制度と戦後の免許制度

教員の資格に関する制度は，明治５年（1872）の学制実施にともなって発足し，明治19年（18

86）「諸学校通則」に「几教員/､文部大臣若クハ府県知事ノ免許状ヲ得夕ルモノタルベシ」と規

定されて，いわゆる免許状主義の原則が確立された。以後，小学校教員についても，また中等学

校教員についても，その資格の認定についてたびたび改訂と整備がおこなわれたが，戦前におけ

る教員免許制度は，①師範学校，高等師範学校を基準的な教員養成学校とし，その卒業生には，

卒業と同時に教員免許状が与えられた。②その他の大学・専門学校については文部大臣により

「指定学校」あるいは「許可学校」としての認定が与えられることを前提として，その卒業生に

一定の免許状が授与された。③試験による教員資格検定制度があり，その合格者にそれぞれの免

許状が与えられた，などの点に要約することができる。

戦後，教育制度の全面的な改革に際して，教員養成を大学においておこなうこと，ならびに開

放制の原則がうちだされたことについては，すでにのべたとおりであるが，教員免許制度につい

ても，種々の検討の経過をへたうえ，昭和24年（1949）「教育職員免許法」「教育職員免許法施行

法」が成立し，つづいて「教育職員免許法施行令」「教育職員免許法施行規則」が公布された。

この法律に示された戦後の教員免許制度は，基本的に次のような性格を備えているということが

できる。すなわち，①教員免許制度が「法律」によって定められていること，②免許状主義が採

用されていること，③大学において教員養成をおこなうという趣旨にもとずき，基礎資格として

「大学」における修業年限と単位の履修を重視し，免許状授与の本則を大学での単位の修得にお

いていること，④旧令における指定学校，許可学校などの学校差を廃止し，免許の開放制の原則

を確立したこと，⑤免許状の種類および所要単位の両面から教職における専門職制の確立を志向

していること，⑥現職教育によって上級または別種の免許状を取得する道をひらき，現職教育を

重視していること，および，⑧免許行政を地方に委譲したことなどである。

このような戦後免許法の性格は，高く評価すべき，いくつかのすぐれた特質を備えているが，
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一面その成立のそもそもの経過から，いくつかの矛盾を内包していることもまた否定できない。

その矛盾は，免許法およびそれをふくむ教育行政が，きわめて高次の視野において運営されるこ

とにより，はじめて止揚することの可能な底のものであった。「教育職員免許法」が，成立以後

絶えず論議の対象となり，現実との妥協において緩和規定や便法の付加をまぬがれなかったの糸

ならず，開放制の貫徹の主張と，教員の専門的資質向上の要求の間で，曲折をさげ得られない運

命をたどったのは，けだし，この点にも由来するのである。

「教育職員免許法」の根本である，いわゆる「免許状主義」は，教育基本法第６条②「法律に

定める学校の職員は，全体の奉仕者であって，自己の使命を自覚し，その職責の遂行に努めなけ

ればならない。このためには，教員の身分は尊重され，その待遇の適正が期せられなければなら

ない」をうけ，教員の職能を保障すると同時に，その資質の維持と向上をはかる，立法的措置を

意味すると考えられる。しかし，この法の目的の達成は，「教育職員免許法」それ自体の条項に

よって独立して完結するものではなく，他の教育政策上の諸原理と必然的にかかわらざるを得な

い性質をも備えている。たとえば，免許状授与の本則を大学における「単位」の履修におき，免

許授与に必要な修得単位を規定すること自体は，この法律のもうひとつの原理と見られる「開放

性」の理念と直接矛盾するものではない。しかし，それは，大学における教員養成コースの基準

として作用する可能性があり，またたんに可能性として作用するの承でなく，「(免許状授与に必

要な）専門科目の単位は，文部大臣が，教育職員養成審議会に諮問して，免許状授与の所要資格

を得させるための課程として適当と認める課程において修得したものでなければならない」（｢教

育職員免許法別表第１，備考の２．昭和28年改正により追加）という規定がつけ加えられれば，

この法律は教員養成の場としての大学を直接規制する作用をもつのである。そして，その作用

は，運営の如何によっては，この法律がいったん廃止した「指定学校」あるいは「許可学校」を

実質的に復活し，「開放制」というこの法律の基本性格のひとつを裏切り，さらに「免許状主

義」そのものの根底を堀りくずすおそれもあるのである。同様の事態は，「単位」の問題ばかり

でなく，免許状の種類に関しても，また現職教育重視の性格に関しても，おこり得，またおこり

得たのであって，その意味では，「教育職員免許法」の問題は，戦後のわが国の教員養成制度お

よび教育行政のひとつの結節点を形成して来たということができる。

2）教員免許制度の運営について

教員免許制度が，教員養成制度および教育行政のひとつの結節点を形づくって来たという経過
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は別の面から見れば，教員免許制度を介して，教育行政あるいは教員養成制度上の諸問題を規制

しようとする意図がつねにつよくはたらいて来たということである。もちろん，教育職員免許法

の目的が，教員の資質の維持と向上にあることは明瞭であるから，その改正が，教員の資質に作

用することを期待するのは当然である。しかし，逆に，教員の資質の向上は，他の諸条件を無視

して，免許法の改正の詮によって達せられるものではない。汎してや，それらの諸条件，諸問題

の解決に直面することを怠って，免許法の作用を他の諸原理に拡大するよう措置することは，免

許法自体の本質を侵害する危険がともなうこと，すでにのべたとおりである。

国立大学協会教員養成制度特別委員会が最近２回にわたっておこなったアンケート調査の結果

に徴しても，免許状の乱発，教員養成の安易化を憂える意見は多いが，そのための対策として，

ただちに，免許法の改正，たとえば免許基準単位のひき上げなどの措置をとることについては，

否定的ないし批判的な意見がかなりつよい。それは，免許法をすべての問題の規制者として作用

せしめる扱い方にともなう危険性への警戒をふくむと同時に，より端的には，従来の経験に徴し

ても，副作用の糸多くして実効は少ないからである。

3）教育職員免許法の問題点

以上のように，当面，教員免許制度に関する根本問題は，むしろ「教育職員免許法」の運営の

姿勢にあると考えられるが，「教育職員免許法」それ自体については，次のような点につき検討

を要することが指摘されよう。

ａ）条文の整理と基本性格の再確認

上述のように，「教育職員免許法」は，昭和24年成立以来，昭和25年（法律第199号)，昭和２６

年（法律第113号)，昭和28年（法律第92号)，昭和29年（法律第158号)，昭和36年（法律第87号）

昭和36年（法律第122号)，昭和36年（法律第145号)，昭和39年（法律第137号)，昭和40年（法律

第16号)，昭和43年（法律第94号)，昭和44年（法律第40号)，と相次いで改正が加えられ，この

腰次の改正により，この法律は多くの附則をともなった繁雑な法規と化している。このような事

態にかんがみ，体裁をととのえた法典とするよう法文を形式的に整理・改善する必要があるの象

ならず，内容的にも検討を加え，問題点を深く堀り下げる要がある。ことに，立法の本旨，その

基本性格を再確認すると同時に，便法的措置を整理して，法の主旨を一貫せしめる努力がはらわ

れるべきである。

ｂ）基礎資格について
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第ＸＸＩＸ表教員の基礎資格

学校別 基礎資格

小…識|菟二為上…,蝋……

牢…論|懲劉上…蝋……
修士。専攻科またはこれに相当する課程に１年
以上在学し’３０単位以上修得（－級）
学士（二級）

高等学校教諭

現行の「教育職員免許法」別表第１によると，教員の基礎資格は第ＸＸＩＸ表のとおりである。

昭和45年３月の大学および短期大学の卒業者数とその免許状取得者数は第ＸＸＸ表のとおりで
ある。

第ＸＸＸ表免許状取得者数

卒業者数教員免許状取得者数

｢1

L｣

同年における教員就職者数は次のとおりである。（第ＸＸＸＩ表）

第ＸＸＸＩ表教員就職者数

Llf

１
Ｊ

すなわち,小学校および中学校の教育について，かなり高い比率において短期大学卒業生に依

存していることが明らかである。しかし，教員養成を原則として４年制大学においておこなうと

いう趣旨は，最近の社会，情況に照しても出来るだけ貫かれることが望ましく，小・中学校教員の

基礎資格を，４年制大学卒業者とすることを検討すべきである。また，高等学校教員について

は,すでに第Ｖ章で指摘したように，原則として大学院修士課程修了を基礎資格とすることを考

慮すべきである。今日，大学院修士課程は旧来の意味での特殊な研究課程というより，むしろ大

学における専門教育のひとつの基本的課程化しつつあることにも注意をはらう必要がある。

－６６－



ｃ）免許教科

教育職員免許法第４条は，中学校および高等学校教員の免許状は，第ＸＸＸＩＩ表にかかげる各

教科につき授与すると定めている。

第XXXII表中学校，高等学校教員の免許状

中学校|野醐鯵臘鵜蘂鱸董鵜畷蝋育保健妓鱸蕊
国語，社会，数学，理科，音楽，美術，工芸，書道，保健，保健体
育，家庭，家庭実習，農業，農業実習，工業，工業実習，商業，商

業実習，水産，水産実習，商船，商船実習，職業指導,外国語,宗教

高等学校

この点についても，時代の流れに即応し，より合理的な区分に改める必要があると思われる。

小学校教員については，全科担任を建前とするが，小学校高学年における教科担任を制度化し，

これに対応する免許制度の改正を検討する必要がある。また，中学校および高等学校において

は，たとえば，理科を化学，物理，生物，地学などに，社会を地理，歴史,法政経済などに区分

することを検討すべきである。

。）免許状の種類と有効期間

ｂ）にのべたように，基準資格を一定するに応じて，各種の免許状における１級，２級の別は

廃止の方向へ進むことを検討する必要がある。免許状の上級化にあたって，現職教育ないし研修

を重視していることは現行法の本来の基本的性格であることはすでにのべたが，その配慮は，む

しろ免許状に有効期限を付する方向でi検討するべきであろう。その更新iこ当たっては教職歴を尊

重するとともに，必要な場合，現職教育の経歴を条件として相互に加味することが考えられる。

米国においては，初等・中等教員免許状に一定の有効期間を設けており，短期の免許状は有効期

間３～５年，長期免許状であっても一般に有効期間は10年をこえない。免許の更新については教

職に従事している場合，自動的に更新を認める州もあるが，更新のため所定の単位の取得を要件

としている州もある。米国に限らず，教員免許状に一定の有効期限をつける国が増加する傾向に

ある。このことは，社会の急激な発展に対応して，現職教員の研究が不断におこなわれるべきこ

とを示し班他方，教員の専門性の向上のため国内国外での研修制度を確立する必要のあることを

示している。また，わが国の現状のように，教員免許状を取得しながら，実際教職につかない者

が多い場合，免許状の有効期限制度が有効にはたらくことも期待することができる。
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Ｘ附属学校と教育実習

昭和24年（1949)，国立大学設置法第３条によって国立大学に教育学部がおかれ，第５条によ

って附属学校の設置が定められた。戦後教育改革の検討の過程で，教員養成を主とする学芸大学

・教育学部の設置が論ぜられた時，附属学校をどのように改革するかは大きな課題であり，一方

において旧来の附属学校が，地域社会から遊離し，特権的・貴族的性格を備えて来たことへの痛

烈な批判に由来する廃止論もおこなわれたなかで，結局，①大学として教育の理論及び実際を研

究実験する学校，②大学として研究した教育理論を実証する学校，③学生が教育研究及び教育実

習をする学校，④現職教員再教育の使命をも果たす学校としての必要性がみとめられ，存続が決

定されたのである。昭和26年（1951）文部事務次官から国立大学長に宛てた「大学附属学校設置

要項」に“附属学校は学芸学部又は教育学部の教育計画に従い，左の機能を果たす機関とするこ

と。１）教育の理論及び実際に関する研究並びにその実証を行なうこと，２）学生の教育実習を

行うこと”とあるの催，そのような背景を反映したものと考えられる。しかし，当初の改革意慾

にかかわらず，実情においては，多くの附属学校は，その性格および社会的地位を戦前旧学制そ

のままに継承させ，存続させて来たというべきであり，新学制による小・中．高の学校区分（準

じて幼稚園を含む）に応じて附属諸学校も改編され，さらに新制大学発足iこともなう旧制専門学

校などの統合等に従って一部の附属学校に統廃合がおこなわれたものの，その根本機能，根本性

格は改新を見ない蓑まで今日に至っているといっても過言ではない。昭和39年（1964）附属学校

の性格は，国立学校設置法施行規則の中に成文化されたが，その第27条は“附属学校は，その附

属する国立大学又は学部における児童，生徒または幼児の教育又は保育に関する研究に協力し，

及び当該国立大学又ば学部の教育計画に従い学生の教育実習の実施に当たるものとする,，との

べ，その表現は，昭和24年の設置要項に比べると，微妙に後退しているのである。

本来教育の科学において附属学校が分担すべき教育研究，教育実習は，教員養成に付随し，あ

るいはその末端に位する問題ではなく，むしろ，教員養成のプロセスの初発にも，展開にも，仕

上げにも密接にかかわる中枢的問題である。それば，教育科学が出発し，またそこにおいて鍛え
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られるモデル的場でなければならない。すなわち，附属学校は，まさに“教育の理論及び実際に

関する研究ならびにその実証をおこなう，,場であり，教員養成の問題に付随し，副次的にかかわ
るのではなく，“大学として“教育科学の本質的中核的問題に，しかも実地にとりくみ,学部と

協同し，あるいは相互に補いあって，教育の諸問題に原理的かつ具体的にとりくむ組織でなけれ
ばならない。その意味では，教育の科学とそれを基盤とする教員養成という共通の命題に対し

て，大学のなかでの学部あるいは研究所と附属学校の，それぞれ固有の任務・役割を明らかに

し，両者の立つ共通の問題意識からそれぞれ固有に導かれる相補的認識の深まりに基盤をおい

て，附属学校の制度的位置づけを解明してゆくことが，まず当面の課題となるであろう。

1）大学（学部）における附属学校の制度的諸問題

ａ）附属学校の教官がそれぞれの“学校'，の教員として児童・生徒に対する教育的責任を負い
つつ，しかも教育研究の学徒として理論的・実験的・実証的研究にとり組んでゆくことは，附属

学校の任務から自明のこととして指摘されるが，理念として明らかなこの問題，つまり,児童・
生徒に対しては教師としてあり，大学との関連においては研究者としてあり,教育実習に参加す
る学生（教生）に対しては指導者としてあるという，いわば三重の役割をしつこの問題は’現実
には，制度的に十分保証されているとはいえない。ことに，大学・学部との関連においては,附

属学校教諭もまた大学の構成員であることは明らかであるけれども，学部教官に比べて，大学の
構成者としての資格は明確を欠き，はなはだ不十分な補助者としての位置しか与えられていない

のが，大多数の実情である。他方，初等・中等学校の教員としての立場は，地方教育公務員と枠

を異にする国家教育公務員として，まず給与に格差が存在するばかりでなく，戦後の教育行政の
実情から，一般公私立学校との間の人事交流もややもすれば円滑を欠き,必然的に人事の固定，
沈滞をまねきかねない。すなわち，附属学校教官については，その多面的機能に対する制度的保

証が欠けているばかりでなく，普通学校教具としての側面から見てすら多くの問題がある。それ
らの制度的矛盾の背景が，ややもすれば大学あるいは学部との機能的協同関係にも不円滑を生ぜ

しめる作用を及ぼしているのである。それゆえ，附属学校教官を大学の研究的構成員として正式
に位置づけ，学部教官に準じた資格において自主的に教育・研究・指導に当たりうるように措置
することが望ましい。もちろん，附属学校教官はそれぞれの学校の教員免許状の取得者であるこ
とを要し，また同時に，教育の実践的・実証的研究者としての資質と資格をもち,さらに学生に
対し指導力を備えることが要請され，その人事は意欲的かつ澳重でなければならないが,学部教
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宮に準じて位置づけることによって，（学部・附属学校教育内の教員協力）共同研究の展開なら

びに共同研究組織の確立も可能となろう。このような制度的パターンの先例としては，医学部附

属病院の事例を参考にすることができる。

ｂ）附属学校の機能を研究・実験実証・実習・研修としてとらえるとき，附属学校の組織およ

び施設・設備が現状においてきわめて制約されたものであることは衆目に明らかであろう。児童

および生徒のための設備は一般にある水準まで整えられているにしても，生徒・児童数に対する

教官数および教官組織はきわめて窮屈であるのが普通で，教育実習・研修に対応する余裕にすら

乏しく，まして研究のための組織的対応性にはほとんど考慮がはらわれていない定員事情であ

る。施設設備においても事情は同様で，一般の研究設備（図書，実験室，研究室）は十分には承

とめられず，特殊な研究プロジェクトのための組織化，施設化の可能性はまったく皆無であると

いってもいいすぎではない。

日本教育大学協会は「国立大学附属学校設置基準要項案」をまとめ，昭和40年６月（1965）文

部大臣に提出した。この要項案では，「附属学校は，その種類に応じ，学校教育法の規定する教

育内容を充実し，あわせて国立学校設置法施行規則第27条に基づき，教育の実証的研究，教育実

地研究の実施指導を行なうほか，地方教育への協力等に必要な内容と十分な規模を備えなければ

ならない」（第一章第二の２）とあって，「学校」としての整備を根本においていると見られ，

その趣旨で，組織編成および教職員定数の基準が示されているが，施設設備については，「学校

教育法施行規則第16条，第51条及び第３7条，並びに高等学校設置基準及び幼稚園設置基準による

ほか，附属学校の任務遂行のため，少なくとも次の施設設備を含まなければならない」として，

①教官研究室及び資料室，②教育実地研究学生指導用教室,③教育実地研究学生控室,④合同観察

用大教室があげられている。この設置基準要項案は，その内容において必ずしも積極的とはいい

がたいが，それでも,この要項案は文部大臣への提出後,種交の関係でいまだ未処理の段階にある

というのが実情である｡附属学.佼に関する理想的な設置基準が早急に制定されることが望ましい。

ｃ）附属学校の予算費目は人件費（職員基本給，職員諸手当など）のほか，校費，職員旅費，

諸謝金がその主なものである。校費は，教官当たり積算校費と生徒経費から成り，昭和46年度予

算については第XXXIII表のとおりである。

これを第Ⅲ章表Ⅶａおよびｂと比較すると，附属学校の教官当たり積算校費の予算単価は，校

長については，学科目制非実験の教授と同等であるが，教官に関しては，学科目非実験の助手の

70％に及ばないのであり，予算的に附属学校の経営が貧困であるばかりでなく，およそ「研究」
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第XXXIII表附属学校予算

教官当り積算校費

校長

教官

生徒当り菰算校費

幼稚園・小学校

中学校

高等学校(普通）

職業高等学校

特殊教青

教官研究旅費

校長31,000円

335,000円

70,000円×教員数

数
数
数
数
数

徒
徒
徒
従
徒

生
生
生
生
生

×
×
×
×
×

円
円
円
円
円

ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ

０
０
２
６
９

９
ｊ
９
９
９

５
０
０
０
５

１
１
２
１

教官17,800円

の可能性は附属学校自体としては，ほとんど財政的に保証されていないというべきであろう。学

科目制あるいは課程制の場合と同様，附属学校予算についても年次毎の増加率は，講座制を上回

るよう，多少の配慮は加えられているものの，絶対的な低額は改善されず，到底そのあるべき機

能に見合うものではない。この財政事情は，教員の給与が地方教育公務員よりも低水準にあるこ

とと相俟って，附属学校の運営をしばしばゆがめる結果になりかねないのであって，附属学校財

政の抜本的改善は，附属学校教官の待遇改善とともに焦眉の課題のひとつである。

2）附属学校における研究機能の再検討

附属学校を「教育の理論及び実際を研究する学校」「教育理論を実証する学校」と定義する場

合，附属学校における「研究」の本質はどのようなものであるかが問われなければならない。教

育研究機関としての在来の附属学校の活動は，主として地域のモデル枝的存在として，新教育の

移入・摂取・試行に積極的に寄与することを中心に展開し，その研究成果は，教育現場への発表

あるいは啓蒙を志向する傾向がつよかった。すなわち，モデル校，実験枝としての性格を基盤と

する研究活動に重点がおかれたということができ，それは，それ自体として，高く評価すべき教

育学への寄与を果たしたことを否めない。しかし，それがしばしば，特定の知的能力開発主義に

かたより，また附属学校のいわゆるエリート校的性格に結びつくとき，それらの研究は閉鎖的画

一的となり，あるいは一種の独善性・特殊性から脱却しえない弊をともなったこともかえり承る

必要がある。その意味で，附属学校の存在形式は，ややもすれば都会的であり，抽象的でもあっ

た。教育の研究および実験のためのフィールドは，本来そのような，抽象的・閉鎖的な意味での

モデルであるべきでなく，むしろなまの生活現場のなかの児童・生徒に求められなくてはならな
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い。その立場では，農村に，漁村に，離島に，エ場街に，あるいはその言葉そのままの生活現場

としての都会に，附属学校が分布し，成立しうるものでなくてはならず，そのような生活現場と

の密着があって，はじめてモデル的フィールドが得られるのである。あるいはまた，モデルが別

の意味で其の研究モデルとなりうるためには，むしろ，明確にプロジェクト化された問題対象を

構成する方法もありうる。たとえば，養護学校，盲学校，聾学校，小児病院等衛である。いずれ

にしても，モデル校・実験校としての附属学校の教育研究機能は，より生き生きとした，問題対

象の切実性に根をおろすことによって，その閉鎖性，特殊性，超越性を克服する必要性があると

考えられる。

附属学校の研究機能に関して留意すべきもうひとつの問題は，大学学部との関係である。肘,属

学校の教育研究機関としての閉鎖性，画一性あるいは模倣性は，単に附属学校の側だけの限界・

欠陥ではなく，その傾向は大学・学部の研究にもまた存在しているのである。結果として，教育

科学・教育現場における共同研究の成立と展開は，いちじるしい立ち遅れを示している。附属学

校が，大学・学部に制度的には附属しつつ，実質的機能的には共同研究者として研究を展開して

ゆくためには，すでにのべたように，附属学校自体に人的条件，施設設備条件，財政的条件にわ

たる研究能力を与えるばかりでなく，大学・学部と附属学校の間に，共同の研究・教育体制ない

し組織が構築されなくてはならない。教育系大学・学部がその研究条件において，すでにいちじ

るしい制約のもとにあることは前章に指摘した通りであるが，その恢復と整備の過程に，附属学

校の研究機能が正しく位置ずけられ，大学・学部と附属学校のそれぞれの機能が，併存的ではな

く，相補的・協同的に教育の科学的・実証的に生かされてゆく体制を志向すべきである。そこに

始めて，「大学として」教育の理論及び実際を研究実験する学校，「大学として」研究した教育

理論を実証する学校としての「附属学校」の研究機能が，そのものとして位置づけられる場が確

立すると考えられるのである。

3）教育実習の問題

ａ）教育実習の内容と位置づけ

上教育実習とはいう黄でもなく，教員養成コースのカリキュラムのなかに設計された，現場的実

験実習である。それは教育学，教育心理学，教科教育学などの理論的・原理的課程に対し，ひと

つの体験課程として，それらの理論的・原理的課程の上に展開実施される実験的コースであり，

教職の専門性の立場からも，その重要性を否定することはできない。ことに，教授の対象が低年
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今の幼児．児童であればある程，教室における教師の実践について，教職を志向する学生が研究

し’修得する機会を，なるべく十分に経過することが必要である。それ故，従来から，教職コー

スのカリキュラムにおいて「教育実習」を重視すべきであるという意見がつよいのは当然である

が，現況としては，教育実習は，その拡充強化の要請の反面「形骸化」に瀕している部分もあ

り,実習期間延長論と名目実習化の両極の間を動揺しているのが実･情であると考えられる。こと

に，一般大学・学部における教員養成にあっては，教育実習は多くの問題に当面していること前

述（第Ⅳ章３）ｃ）のとおりであり，またいわゆる教育系大学・学部においても少なからぬ問題

を内包している。

問題の根本は,「教育実習」重視の声はたかいにかかわらず，「教育実習」の内容．構成が必

ずしも明確でなく，そのカリキュラムへの定着が未だ十分でないところにある。現在，教育実習

に関して成立していると見られる，最小限のパターンは，一般に学校現場を「場」としての，

＜教材研究→授業計画→実地授業→教生相互討議→指導教官助言・批評＞の形式であるが，授業

の創造というもっとも切実な目標・課題に，このような教育実習のパターンのくりかえしが，ど

こまで肉迫しうるか。おそらく，本来あるべき「教育実習」はたんなる教室技術の習得指導に終

始して足るべきものでなく，基本的には，教育学における経験課程の構成をいかになすべきかと

いう’問題の根底に出発して，その目標・内容・方法を再検討すべきであって，いわば「教育実

習」学の構築がなければならない。現状では，多くは一回かぎりの教育実習は，漫然とした経験

的営為としてしか扱われていないといっても過言ではない。「教育実習」がしばしば軽くとり扱

われ，あるいは名目化する結果をまねくのは，その学問的裏づけの手軽さ，底の浅さにも由来す

る一面があるのである。

日本教育大学協会は，昭和33年「教員養成大学・学部」のカリキュラム試案を発表し，その試

案においては，「教育実習」という名称を「教育実地研究」に改め，それを第２学年を通じて毎

週１日（６時間）継続的に行なうほか，第３学年および第４学年において，それぞれ連続４週間

の実地研究を集中的に実施することを提案した。第２学年の実地研究においては，教育実地研究

法，児童生徒研究，教科教育法，学校保健，学校図書館，学級経営，学校管理，生活指導，学校

行事などにわたり,継続的な観察および参加をおこない，第３学年および第４学年の教育実地研

究においては主として授業および指導にあたるものとしている。この提案において，「教育実習」

に当たるものは，実際には第３．４学年合計８週間の「教育実地研究」と見るべきであり，その

他はむしろ，教員養成コースのカリキュラムにおける「実習」的要素の強化を意味すると考えら
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れる。この報告では，大学における，教員養成コースのカリキュラムの具体的内容にふれるゆと

りはないが，問題は，「授業および指導にあたる」「教育実地研究」の内容にあることを指摘し
ておきたい。

ｂ）教育実習の期間について

前項において，「教育実習」の教員養成＝－スカリキュラムにおける位置づけ，その内容・構

築について，基本的な検討が必要であることをのべたが，「教育実習」重視論が，「教育実習」

の本質に関する十分な吟味を省略し，しばしば「教育実習」の期間という量的標準にのみ頼っ

て，実習強化を施策しようとする傾向が見られる。昭和46年５月の教育職員養成審議会の中間ま

とめ，「教員養成の改善方策について」によれば,小学校教員養成課程にあっては,教育実習期間

を８週間以上とし，中等学校教員養成課程にあっては６週間以上とすることが提案されている。

「教育実習」に可及的十分の期間または時間をさくことに異論はないが，むしろ，その本質およ

び内容の検討がより重要であること，すでに指摘したとおりであり，のみならず，「教育実習」

の実質的な施行に関する条件整備が完全でなければ，単なる基準上の期間延長措置は，ますます

「教育実習」の空洞化，名目化をうながす効果しか持ちえないことに留意しなければならない。

ｃ）教育実習における附属学校の役割

附属学校のひとつの機能は，いうまでなく，「学生が教育研究及び教育実習をする学校」であ

り，「教育実習」はこの場合，附属学校独自の教育実践と，大学・学部との連繋下に成り立つ教

育研究との接合点に見出される。教育学における，臨床的経験的課程としての教育実習は，それ

ゆえ，大学．学部の側の教育科学の水準に負うところが大きいと同時に，教育実習の内容そのも

のは，附属学校側の努力にまつべき点が多い。大学・学部と附属学校とが，協同的・相補的関係

を密接に維持することは，両者の接合点としての教育実習を意義あらしめるための根底である｡

教育実習の場面における附属学校の存在の意義は，大学・学部との，このような協同基盤におい

て，教育実習をより合理的に，より適正に，教育カリキュラムに定着せしめ，それぞれの大学に

個性的な，教育実習のあたらしい体系の創造を可能ならしめる点にある。教育実習をたんに季節

的な行事にとどめず，より日常的にカリキニラムのなかに抱摂する試みも，附属学校の存在にお
いて始めて可能であるということができる。

。）教育実習と協力学校

附属学校をもたない場合，または附属学校の容量が十分でない場合，教育実習は協力学校を求

めて実施しなければならない。国立大学の場合，小・中学校教員養成については，すべての教育
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表国立大学附属高等学校第XXXIV

東京大学教育学部

東京学芸大学

東京教育大学及同教育学部

東京芸術大学音楽学部

東京工業大学工学部

お茶の水女子大学文教育学部

金沢大学教育学部

名古屋大学教育学部

京都教育大学教育学部

大阪教育大学教育学部

奈良女子大学文学部

広島大学教育学部

愛媛大学農学部

附属高等学校

附属高等学校

鱸露譲学腱属駒場高等学校
附属音楽高等学校

附属工業高等学校

附属高等学校

附属高等学校

附属高等学校

附属高等学校

附属高等学校

附属高等学校

附属高等学校，附属福山高等学校

附属農業高等学校

系大学．学部に附属小学校および附属中学が付設されているけれども,附属高等学校は第XXXIV

表に示すとおり，旧高等師範学校を抱摂して成立した諸大学を中心に13大学に付置されているに

すぎない。その多くは，設立経過がいわば歴史的であって，戦後の教育事情に即して計画的に設

置されたものではない。それゆえ，高等学校教員養成および産業教員養成については，国立大学

においても，教育実習は原則として協力学校に依存せざるを得ないのが実情である。

協力学校に教育実習を依頼する場合には，附属学校において教育実習をおこなう場合と諸事情

を異にしており，したがって，「協力学校を場とする教育実習」については，それ自体独自の実

習内容，実習形式，実習期間を構築する必要がある。それにもかかわらず，現状は漫然と，附属

学校並の教育実習を協力学校に期待しているのが実情であり，この点についても，実際に即した

徹底的な検討に欠けているうらみがある。また，いかなる内容・形式の教育実習をおこなうにせ

よ，教育実習を中心とする大学・学部と当該協力学校との教育実習実施計画ならびに実施そのも

のにおける連絡協力関係，協力学校における教育実習実施のための人的・施設的条件の整備およ

び教育実習実施のための財政的措置は欠くことのできない前提であるが，多くの場合，それらは

いずれもきわめて不十分であり，国は教育職員免許法において実習必須単位ないし期間の引き上

げを論ずる以前に，まず，条件整備の具体的施策をすすめるべきであるし，また大学・学部は，

協力学校における教育実習を有効なものとするための努力をはらうべきであろう。さらに，地域

における，大学，協力学校，教育委員会，教員団体の間に，適切な連絡協議・研究の組織を確立

することも，検討されなければならない。
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Ⅲ現職教育について

1）制度としての現職教育

専門職であることの主要な条件に，長期の知的訓練を必要とするということがある。いいかえ

れば，現職訓練は，教師の条件のひとつである。教師が十分に知的に発達し，独立に事を処しう

るほどに熟練したら，自由なときに，自由に自己訓練をして教職に必要な知識と技能を洗練する

ことができる。また，教職専門組織のメンバーとして当然要請される，すなわち，教職倫理の自

己規定としての専門訓練もまた極めて必要なものである。これらの教師個交の，自由にして自発

的な自己訓練の重要,性は，もちろん否定さるべきではない。しかし，ここにとりあげるのは，教

員養成制度に附随する，いわば制度的な現職教育の問題である。

教員の現職教育が制度的に保障されるようになったのは，戦後の教育改革以後であるといって

よいが，その基本となる規定は，教育公務員特例法第19条および第２0条に見出される。すなわち

同法第19条には，「教育公務員は，その職責を遂行するために,絶えず研究と修養に努めなければ

ならない」とあり，また，「教育公務員の任命権者は，教育公務員の研修について，それに要す

る施設，研修を奨励するための方途，その他研修に関する計画を樹立し，その実施に努めなけれ

ばならない」と定められ，さらに第２0条には，「教育公務員には研修を受ける機会が与えられな

ければならない」として，「教員は，授業に支障のない限り，本属長の承認を受けて，勤務場所

をはなれて研修をおこなうことができる」「教育公務員は任命権者の定めるところにより，現職

のままで長期にわたる研修を受けることができる」とのべている。この規定の趣旨は，教育公務

員にとって研修が義務であると同時に権利であることを示す一方，教育公務員任命権者は，①ゑ

ずから研修を計画し，実施するの承でなく，教育公務員の自由かつ自発的な研修の諸機会を助成

し，②教育公務員をして現職教育の受講その他の研修を可能ならしめるため，待遇上，勤務上の

条件を整備する責任を負うものと理解しなければならない。

教育職員免許法が，開放制の建前から，現職教育による上級または異種の免許状取得の道をひ

らいていることはすでにのべたとおりである。この，免許法上における現職教育の位置づけしま
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た，戦後における教員の現職教育にあたらしい性格を与え，現職教育の振興の基盤育成に寄与し

たものということができる。しかしその反面，戦後の教育改革にともなう，教員資格改訂のため

の移行措置と関連して，現職教育のあり方に関する種点の問題をも提供した。すなわち，昭和２２

年（1947)，文部次官通達にもとづいて発足し，のちに法制化された「免許法認定講習」は，「教

員仮免許状を有すると承なした者に対し，新制度下における教員として必要な基礎教育を施こ

し，自己研修の素地を与え，将来正規の教員免許状授与の－条件とするために行なう講習会」で

あり，ことに戦後の移行期には，教員養成上重要な役割を果した。それとともに，その形式，内

容，運営の点で問題をふくみ，講習を実施した行政当局と，講習に参加した教員の間に各種の葛

藤を生じたのである。就中，①移行期の特殊な状況によるところもあったといいながら，この官

製の講習会が一種の強制を内包し，教員の身分や待遇に直接影響を与えずにはおかない性格のも

のであったこと，②講習がややもすれば画一的で形式主義に流れ，単位の取得と出席時間とが機

械的に重視されたこと，③受講者の職務上，生活上への負担の配慮が不十分であったことなどの

点は指摘きるべく，また今後の現職教育のあり方に関連して検討を要するところである。現行の

教育職員免許法では，第６条別表第３備考第３号で認定講習による単位取得を規定し，教育免許

法施行規則第５章に「免許法認定識習」に関する規定を設けている。これは，免許法認定講習の

開設者，講師，単位，開設申請手続などを定めるものである。その第36条第２項に「免許法認定

講習は，当該都道府県に所在する大学の指導のもとに運営されなければならない」とあり，また

昭和25年（1950）以降，大学が夏季休暇中におこなう現職教育講座および大学が「教職に関する

専門科目」にわたって行なう「教職員通信講座」も免許法認定講習に準ずるものとされてきた。

2）現職教育の諸形態

現職教育には，その目的，主体，内容，方式などの点から極点の形態がありうる。戦前には，

文部省，教育会あるいは師範学校などの主催する講習会，ことにいわゆる伝達講習的なものが多

く，教育・研修の方式も一方的な講義や精神主義的な錬成の形をとることが多かった。これに対

し，戦後は，現職教育の方式も多様化し，討議や実習も盛んにとり入れられ，また,文部省，教

育委員会あるいは大学が主催するもののほか，教員の自主的な団体，民間の研究団体のおこなう

研修活動も盛んになったということができる。現状では，現職教育は，①大学のおこなう現職教

育，②文部省のおこなう現職教育，③教育委員会のおこなう現職教育，④教員団体のおこなう現

職教育，⑤その他に分類される。大学は，大学自体現職教育をおこなうほか,それ以外のほとん
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どすべての現職教育ないし研修に，大学自体として，あるいは大学教員個人として参画し，協力
しているのが実情である。

大学が主体となっておこなう現職教育の方式には，現在のところ，次のようなものがある。す

なわち，①現職教員を大学の研究生，聴講生，あるいは内地留学生として受け入れる方式。都道

府県教育委員会が派遣し，数ケ月ないし１年間大学の講義を聴講したり，特定の研究題目につい

て大学教員の指導のもとに研究する場合が多いが，あるいは職場で勤務をつづけながら，一定期

間，パート・タイム・システムで大学で研究する形式をとることもある。②大学の夜間部（二

部）の正規の学生として入学し，必要な単位を取得して卒業する方式。ただし，国立大学では４

年制に準ずる夜間部を設置しているところは数がきわめて少なく，また特殊な学部に限られてい

る。③大学のおこなう通信教育を受講する方式。これも，私立大学が主体である。④休職または

いったん退職して大学院に入学し，あるいは常勤的研究生として大学に在籍する方式，⑤大学が

主催する公開識座，講習会へ参加する方式，⑤附属学校を中心とする研究会へ参加する方式，な
どである。

3）現職教育における大学の役割

教員養成を大学がおこない，教育に関する学問研究の中心を大学がになう実情から，いかなる

形の現職教育にせよ,大学または大学教員がそれに参画するのは必然のことである。むしろ，専

門分野における知識・技術の急激な発展ならびに社会状況の激動にともない生涯教育ないし反復

教育の必要が糊大しつつある現状では，大学は，卒業以前の教育に責･任をになうの柔でなく，卒

業後の教育,すなわち現職教育に関しても一定の責任とそれに見合う機能を積極的に担当すべき

であり，卒業以前のいわゆる教員養成の内容も，現職教育の機能化を当然の前提として構成すべ

きであると考えられる。教育実習の問題その他のカリキュラム上の問題点は，それによって始め

て解決の可能性を見出すことができるのである。

教員の現職教育に関し，大学がその責任を担当すべきであると考えられる根本的な理由は，教

員の現職教育の基本的性格にかかわるものである。すなわち，教員の現職教育は，他の職業分野

における職場教育あるいは職場研修と異って，単なる職場技術の再教育の枠内に止まるべきもの

ではない。狭義の職業教育は,教職のあり方の本質から見て，むしろしばしば危険であり，教員

の現職教育は，教員養成の本質と同じく，せまい意味の教職教養あるいは学校経営技術の学習に

とどまらず，人間教育を担当する者として必要な教養・識見をゆたかならしめるべき学習がふく
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章れろと同時に，教師の自主性の尊重につらぬかれたしのがなくてはならない。その意味で，教

員養成の場が大学に求められたと同じく，教員の現職教育の主要な場も，大学ないし大学のかか

わるところであるというべきであり，少くとも，大学は現職教育の責から全くまぬがれることは

できない。

このような，大学に対する期待にかかわらず，教員の現職職育の現状において大学の果たしつ

つある役割は，量的にも質的にも決して十分であるとはいえない。ことに，大学が主体的にかか

わる現職教育はきわめて制約されたものにとどまっており，むしろ，他の機関がおこなう現職職

育に，大学の教員が個人的に講師や助言者として参加するか，あるいは単に形式上，共催の形で

機関として参画するという場合が大部分であろう。大学がこのように教員の現職教育に活発でな

い理由には種々のものがあるが，まず，大学自体，大学教員自体の無理解と意識の低調さは当然

指摘されなければならない。しかし，それよりも，さらに根本的な理由は,大学として，現職教育

のための機構，人員，予算などの諸条件がほとんど整備されておらず，そのため，大学および大

学の教員にとって現職教育は，いわば副次的ないし余暇的業務として扱われざるを得ないという

実情である。大学の側の副次的，かつ不徹底な現職教育態勢のため，それを利用し，受識ないし

研究を志望する者の側も不安定であり，もちろん教員を大学へ派週する側の体制や配慮もいちじ

るしく不十分である。結果として，たとえば，教員を研究生として大学に受け入れる方式のごと

きものも，方式それ自体としては望ましいシステムであるけれども，現状では，大学側，ことに

指導教員の側の負担を増すばかりであるため，その指導は必ずしも十分におこなわれにくい。ま

して，研修期間中の教員の身分上，経済上の保障や代替教員の確保が完全でない場合には，研修

をうける当人はもちろん，その勤務する本来の職場にとっても負担の象が大きいということにな

りかねない。

いずれにしても，教員の現職教育のための大学の開放，それに必要な大学を中心とする体制の

整備は，きわめて緊要な課題であると考えられ，差当たって，次のような諸事項の検討が必要で

ある。

ａ）大学院を現職教育に開放すること，および教員養成系大学・学部に大学院を設置するこ

と。すでに前章までにたびたび指摘したように，教員養成を主たる目的とする大学・学部が，省

令カリキュラムに制約された課程・学科目制のもとに，学部レベルの教育，それもきわめて規格

化された教育のみに，その機能を限られざるを得ない現状を改革し，研究機能を充実するととも

に，大学院をもつことは，大学それ自体として重要であるのみならず，その大学院は新卒業生を
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受入れると同時に，現職にある教員にも開放されることが望ましい。ただし，この場合，大学

院はあくまで一般の研究・教育の場として，他学部・学科における大学院と本質的に同一の構成

および機能を備えるべきであり，とくに教員の現職教育を主たる目的として構想されるべきでは

ない。また，教員の狭義の現職教育のため，修士課程に限定された大学院のみをもつ，いわゆる

大学院大学を総合大学から分離して設立することは，大学院の名をかりるものであっても,結

局，大学の基本性格をうしなった一種の職能訓練施設として倭少化される危険を多分にともな

うｃ

ｂ）種盈の機関の現職教育を大学院以外の場で大学が担当するためには，大学または大学の連

合体にそのための施設，定員および予算を確保することが必要であり，具体的には「教育研修セ

ンター」と称すべき機関の設置を考慮すべきである。この組織は，全学的な支持と参加のもとに

運用されるべきであり，ゑずから能う限り多様な期間および内容のカリキュラムを提供しうると

同時に，大学の各学部・学科に一定期間所属して研究あるいは学習しうるための便宜を現職の教

員に与えうるよう機能することが望ましく，また研究・学習のための諸設備，宿泊施設等を備え

なくてはならないであろう。さらに，夜間コースについても，地域の情況に応じて配慮する必要

がある。

ｃ）短期間の現職教育としては，大学がおこなう一般的な公開講座が教員にとっても利用され

うるし，また大学が教員のための公開講座を企画することしできる。夏季講座や夜間講座は，大

学の施設や人力を年間一貫して活用するためにも効率的である。しかし，これらの講座を企画，

実現するためにも，施設，人員，予算などの諸条件の整備が必要であり，また全学的な協力の体

制が欠くべからざるものである。

ｄ）大学がおこなう現職教育のためのメディアとして，ラジオ，テレビ，電話などあたらしい

工学的技術の導入，出版物，諸種の通信などの方法の活用を積極的に検討する必要がある。ビデ

オ・テープ，録音テープの製作ならびに現場におけるその活用についても研究をすすめるべきで

あろう。

ｅ）大学のおこなう教員の現職教育においては附属学校の役割を重視すべきである。附属学校

は大学のなかで，実践にもっとも近い場であり，前章でのべたような附属学校の充実整備を果た

すことは，大学の担当すべき現職教育にとっても重要な意義をもつ。
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4）現職教育の条件と位置づけ

以上，大学が現職教育に関し責任を有することおよび大学が有効な現職教育をおこなうに当っ

て検討すべき諸事項についてのべたが，このことはもちろん，大学以外の場で，大学以外の組織

あるいは団体によっておこなわれる諸種の現職教育を排除するものではない。現職教育のための

機会は豊富でかつ多彩であることが望ましい。現職にある教員が，それぞれの志望，関心，興

味，あるいは必要性にしたがって，自由に，もっとも自己に適する現職教育の場とコースをえら

びうるよう配慮されるべきである。

現職教育を活発ならしめる道は，一方において有用で，かつ魅力に富んだ，多くの現職教育の

機会が用意されると同時に，他方において，現職教育を受講し，または大学における研究を可能

ならしめる勤務上，待遇上の条件を整備することにある。そのため，勤務の年限に応ずる有給の

研修ないし研究休暇制の確立およびそれを可能ならしめる諸学校の教員組識の改善が検討されな

ければならない。また，特定のプロジェクト，自発的な研究課題の提案を公平に評価して，その

遂行に必要な研究ないし研修を象とめる手順についても考慮すべきであろう。

現職教育は，根本的には，このような両面の条件の整備を通じて活発化されるべきであり，現

職教育を学校教員の人事管理上の手段として利用し，または位置づけることは誤まりである。教

育職員免許法に関連して，異種の免許状取得の資格を与えるため，一部の現職教育が一定の役割

を果たすことは否定すべきではないが，現職教育の基盤はあくまで教職者の自主性と自発性にあ

ることを確認し，その本来の意義をつらぬかねばならない。
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Ⅲ教員の待遇(教員養成制度の立場から）

1）日本における教員待遇の現状

昭和43年９月（1968）ＮＨＫが，２０才以上の国民3,600人を対象として行なった世論調査「日

本人の職業観」によると，あげられた職種13種のうち，小学校教員の社会的評価および社会的貢

献度は，いずれも３位に位置づけられているが，収入の高さの評価においては11位ときわめて低

位であった。すなわち，小学校の教員は尊敬されてはいるが，経済的地位はひくいものと見られ

ているのである。他の職種に比べて教員の収入がたかくないことは，必ずしも日本に限った現象

ではない。しかし，日本における教員の経済的待遇が他の国々に比べて低いことは事実であり，

昭和28年（1953）のTheyearbookofeducationによると，各国の小学校教員の年収はドル

に換算して次の表（第ＸＸＸＶ表）のとおりであり，３３ヵ国中，日本は29位となっている。もっ

ともこの表は古いが，この種のものは新しい表が見つからないので，古いのを用いたが何かの示

唆となろう。比較的最近の資料について主要な国における教員の俸給（年額）を比較して象る

と，第XXXVI表のとりおである。

第ＸＸＸＶ表

孑雑衞衆鬮｝3,,00ﾄﾞル。｡ﾝビア1,272ﾄﾞル
チリー1,062

スイス２，８００シリアユ,Ｏ２３
スウェーデン２，７８６リベリア1,00Ｏ
フランス２，４７０オーストラリア９９０

アイスランド2,100フィリッピン８５o
ベルギー2,036マノレ夕７８０

蕊猷議島｝Ⅲ,`0。Ｗ字：;：
ユーゴースラピア４５０

＃奪うﾄﾞ｝…’五｜鯛。
南阿連邦1,400ベル－２９２

澱アト瓢，砿…)菱
②セイロンの現在の国名はスリランカである。
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第XXXVI表

初等・中等学校教員（大学卒）

最低絵6,383ドル（2,297,880円）

最高給9,278〃（3,340,080円）

１ドル＝360円

初等・中等学校教員（３年制教員養成大学室たは一般大学卒）

アメリカ（1969年）

イギリス（1969年）

最低絵860ポンド（743,040円）

股高給1,830ポンド（1,581,120円）

１ポンド＝約860円

小学校教員（師範学校卒）

最低絵9,370フラン（609,050円）

最高給21,732フラン（1,412,580円）

中等学校教員（大学または高等師範卒）

最低絵12,948フラン（841,620円）

職高給43,160フラン（2,805,400円）

１フラン＝約65円

国民学校教員（大学卒，最低５ゼメスター）

股低給9,840マルク（964,320円）

股高給15,744マルク（1,542,912円）

高等学校教員（大学卒，最低５ゼメスター）

最低給12,132マルク（1,188,936円）

股高給21,528マルク（2,109,744円）

１マルク＝約98円

初等・中等学校教員（大学卒）

最低給960ルーブル（384,000円）

最高給1,644ルーブル（657,600円）

１ループルー約400円

小・中学校教員（大学卒）

最低袷328,244円

最高給1,185,408円

高等学校教員（大学卒）

股低給375,456円

最高給1,378,080円

フランス（1970年）

西ドイツ（1965年）

ソビエト（1965年）

日本（1969年）

国際間での個人所得の比較は，たんに収入額の通貨換算値を比べるだけでは不十分であり，実

態の比較のためには，それぞれの国の生活様式，住宅事･情，物価，税制など多面的な要素を考慮

する必要がある。それゆえ，第XXXVI表からただちに結論をみちびくことはできないが,英，

仏，独の諸国に比べ，日本の教員給与がなお低水準に止っていることを否定することはできな

い｡

教員の給与が，他の職種に比べて低いことは，アメリカなど諸外国においても見られる傾向で
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ある。日本の場合，昭和45年４月採用者の初任給を，労働法令協会が調査したところによると，

教員の大学卒初任給は，民間の大学卒初任給よりもむしろ高校卒初任給にちかく，民間の大学卒

事務職系は約7,000円，また技術職系は約8,000円も教員初任給より高い。中央労働委員会が，

昭和43年に行なった「賃金事情調査」では，初任給で2,500円，３０才で12,000円，５０才で60,000

円の差で，教員の方が民間職種より給与が低い。この調査での民間賃金は，資本金５億円以上，

従業員1,000人以上の404社の平均である。小・中学校教員の給与（自治省調査，昭和44年４月１

日現在）と，民間企業のモデル賃金（東京商工会議所調査，昭和44年５月末現在）の，それぞれ

経験年教に応ずる給与の比較である。これらの諸資料はいずれも，教員の給与がきわめて低いこ

とを示しているのである。

以上のような教員の経済的処遇の劣悪性，ことに日本の場合，諸外国に比べても，また国内に

おいて他の職種と比べても，その給与水準が低い事実は，種盈の理由から由来していると考えら

れる。ここにはその事由をくわしく分析し，検討するゆとりはないが，要約して，社会構造のな

かでの教育・文化の役割についての近代的認識の欠如，および教職の内容と性格に関する正確な

理解の不足が作用していることを疑えない。いずれにしても，教員の待遇の劣悪性は，すぐれた

人材を教育界に確保することをざ章たげ，教師の向上と発展を阻害し，ひいて大学における教員

養成にも種念の制約とひずみをもたらしているのであって，教員菱成制度の諸問題の観点から見

るとき，早急に改善を要する基本的な課題のひとつであるといわなければならない。

2）教員待遇改善の方向

教員の待遇改善の問題は，－面から見ると，教育問題を論ずるとき，古くから必ずとりあげら

れ，指摘されつづけて来た問題でもあった。現に今日においても，中央教育審議会，経済団体，

その他あらゆる分野での教育論議において，教員の待遇改善に言及しないものはない。しかし，

それらの多くのものは，その時為の教員需給状況その他の情勢を反映しての対策論に止まり，真

に教育の仕事を理解・分析し，その上に立って，教員の需要に見合う物質的条件を保障しようと

するものは少ない。教師が，国民の教育の場の論理の要求するがま主に，遺`憾なくその実力を発

揮しうるよう,教師に，勇気と英知に培われた自主と自由を保障することにこそ，教員の待遇改

善の原則が存するのである。この原則のつらぬかれない待遇改善は，教師をただ従順な下僕にお

いこむだけである。いいかえれば，教師を教育の主体老たらしめるにふさわしい処遇が教師に対

して与えられなければならないのであって，教師の自由を犠牲に供しての増俸であり，優遇であ
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るならば，それは教師の資質の向上に何ら寄与しないばかりでなく，教育そのものを破壊するお

それをともなうであろう。教師の待遇改善が，畢寛するに，教師の自由を圧殺する装置の中に，

教師をはめこむ結果におちいらないよう配慮されなければならない。

それに加えて，教員の待遇改善に関する提案が教育の現場の実際に即し，国民の生活のなかで

の教育のあるべき位置づけに根差して，科学的に計画されることもまた重要である。日教組が，

昭和46年末に，要求額算定の基礎に「教師であるがための支出」（教育業務費）を加え，大学卒

初任給70,000円，教育労働者の最低賃金（18才）43,000円の線を打出したことは，その意味で一

歩進んだ提案であると見ることができる。少なくとも，漫然とした専門職観，聖職観に依存する

待遇論は不十分である。差し当って，教員養成制度にかかわる立場からは，次のような方向を指

摘することができると考えられる。

ａ）教員はその在職の全期間を通じて不断に自己の人間的ならびに知的再生産をくりかえさな

ければならない。それ故，それぞれの専門の領域に関しても，また教員であることそのことに関

しても研究し，蓄積し，発展することが不可欠であって，処遇上，この研究と学習の可能性が保

障されなければならない。具体的には，①自己の知的・人間的再生産に必要な経費が基本給のな

かに十分組象こまれること，②基本給以外に，研究費，図書費，調査費などの経費が適切な方式

で学校予算に計上され，公正に配分されること，③一定の勤続年限に応じて，有給の研修休暇，

研修賜暇が保障されること，④必要な教員のための奨学金制度を確立すること，⑤すべての学校

は，教員のための研究施設・経費を用意すべきこと，を検討する必要がある。

ｂ）教員の管理組織としての職制を固定強化する方向での給与の段階づけは，教師の連帯を弱

化し，むしろ教育現場の志気の低下につらなる。教師としての基本的給与体系は，基本的に一本

であるべきであり，学校組織のなかで特定の責任や職務の担当に関しては，その責務に附随する

手当ないし加算の形で保障されることが望ましい。

ｃ）同じ意味で，幼・小・中・高・大学の教師間における給与格差の存在は問題である。給与

体系に対して抜本的な検討を加え，その中における基本給与の意味を明らかにし，少なくともこ

れに関しては格差の撤廃をはかるべきである。大学の教員といえども，その研究性が高い故を以

て，基本的給与に格差をおくことは妥当でない。児童や幼児を保育する仕事と，学生の研究を指

導する仕事と，仕事自体，その度合いにおいて差異をつけがたい。総じて，学校の段階や種別に

より，基本的給与に差別をつけることに根拠は乏しい。底辺向上の措置が必要となろう。

ｄ）教員以外の職種，ことに民間賃金と教員給与の格差はすみやかに是正すべきである。専門
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職のなかで，教員の給与を最高級に位置づけるといわないまでも，民間企業の平均賃金よりも教

員の給与が低いことは承認しえないことである。もともと教員需給が円滑を欠き，いわゆる計画

養成に依存せざるを得ない根本的要因は，教員の待遇が他の職種に比べて劣悪であるところに由

来する。またしばしば論ぜられる教員の資質の問題も，このことと無関係ではない。

ＸⅢまとめ

以上，差し当って重要と思われる，教員養成制度上の諸項目について，現状および問題点を指

摘し，部分的には，その改善，修正の方向についての若干の見解をのべた。委員会の立場上，国

立大学における教員養成制度の問題が中心を占めることとなったが,教員免許制度その他基本的．

共通的事項についても言及した。大学において教員養成をおこなうという，教員養成制度の根本

的前提からいえば,それぞれの大学における，個性的にしてかつ自主的な，責任ある方針および

具体的な教育・研究の組織ならびに活動が，もっとも重要である。この報告の趣旨は，それが可

能であり，かつ十分実をむすぶための，国立大学としての共通的条件のとらえ方につきるといっ

てもよい。しかし’一面において，教育ならびに教員菱成の問題は，国民の基本的権利にかかわ

るZii:柄であり,大学として，歴史的責任の自覚に徹底しなければならない。そこに，大学改革と
の接点を見出しうるということができよう。
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あとがき

国立大学協会教員養成制度特別委員会が本年７月とりまとめた「教員養成制度に関する調査研

究報告書一教員養成制度の現状と問題点」の案に対し，ほとんどすべての国立大学から多数の

意見が寄せられた。各大学からの意見はいずれも上記報告書案の内容について，徹底した検討が

加えられ詳細な指摘がなされている点で，独特のエネルギーを印象づけられるものであった。回

答を寄せられた各大学・学部に対し，ふかく感謝の意を表明したい。本委員会はこれらの諸意見

を検討し，報告書（案）に修正を加えるべき点について修正をほどこしたが，各大学からの諸意

見はその内容がすこぶる豊富かつ多岐にわたるため，そのすべてを原案修正の形で表現すること

にはおのずから制約があった。そのため，本委員会は各大学の諸意見のうち，修正の形で表現し

えなかった部分については，さらに慎重な検討を加え，本委員会の今後の作業における重要な資

料として活用することとした。この措置に関し，各大学・学部のご了承を得たい。

各大学の意見を集約すると，「教員養成を大学でおこなう」ならびに「教員養成における開放

制を堅持する」とする報告書の基本的態度は，ほとんどすべての大学から支持されたと考えられ

る。回答のなかには，教員養成に関していわゆる教育系大学・学部と，いわゆる一般大学・学部

の間に，意見ないし意識の差異が存することへの懸念の表明も見受けられたが，事実上このたび

の各大学の回答には，その意味での意見の分裂はほとんど見られなかったといってよい。このこ

とは，教員養成制度の基本的問題に関し，国立大学間に広汎なコンセンサスが存在することをあ

らためて確認せしめるものであり，本委員会はこれにふかく感銘すると同時に，今後の作業の遂

行に際して多大の希望と勇気を与えられた。おそらくは大学外の諸関係者も，この国立大学間の

一致した姿勢と見解を無視することはできないであろう。

それにしても各大学からの回答において，しばしば指摘された事柄は，この度の調査研究報告

書が具体的な提案に乏しい，ということであった。もともとこの度の報告書の主旨は，まず教員

養成制度における「現状と問題点」を大学間の共通理解として明らかにすることを試みた点にあ

り，報告書序文にものべてあるように「委員会としては，この報告を基礎に，今後，具体的なひ

とつひとつの問題点について検討をふかめ,それらの改革,改善について提案,要望,所見の公表な

どをかさねてゆく」方針であるので，かならずしも具体的提案に及んでいない事情については各

大学の諒察を乞いたい。ただし,各大学からの批判のなかに，「諸大学，ことに教育系大学・学部
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がすでに自主的に検討し，あるいは公表している改革案を顧慮するところが乏しい」「教育現場

との連絡に欠ける」「学生の実態についての把握が不十分である」などの指摘が見られたのは，

われわれの反省すべき点であり，またさらに積極的な提案として，「国大協の主催する，この問

題についての研究集会を持て」という意見があったことも傾聴に価いすると思われる。国立大学

協会の性格，委員会活動の現実から見て，そのすべてを実現することにはなお困難があろうが，

委員会は各大学の出来だけ広汎な協力を得て，積極的に将来の検討をすすめるべく配慮したい。

また「教育科学の概念」「教職の専門性」「学問の専門性と教科の専門性」などもっとも基本的

な問題に関する思想および記述が，ややもすれば明確を欠き，あいまいな点をのこしているとす

る批判も少なからず見受けられた。卒直にいってこれらの諸点についての把握および表現は，報

告書（案）をまとめるに当って，委員ことに小委員の間でもっとも苦慮したところであり，批判

は批判として，卒直に，受けとめなくてはならないと考える。しかしながら，事は大学における

教育学ならびに教員養成の根幹にかかわるのであって，本年委員会のひとり提案すべき問題では

なく,むしろ各大学，各学部，さらには，教官ひとりひとりの学問にまつべき領域をふくむので

あり，委員会は今後この点に関し，諸大学からさらにふかい啓発と教示を与えられることを切実
に期待するものである。

その他比較的多くの意見が集中したのは，報告書がやや具体的に問題を提起した諸点，こと

に，高等学校教員養成の問題，教育実習，現職教育，免許制度，待遇改善の諸事項であり，さら

に幼児教育,盲・聾・養護学校教員菱成，産業教育教員養成などの諸領域に関しても，多数の熱

心な意見がよせられた。その他，この報告書のふれ得なかった問題として，「教員養成，需給を

めぐる社会的状況」「初等中等教育制度それ自体のもつ問題点」「社会教育主事の養成」「司書

教諭の養成」などについての指摘も承られた。これらを通じて，問題のひとつの焦点を形づくっ

ているのは大学におけ教員養成の構造と機能をいかに具体化するかという問題である。本委員会

は本報告書の公表にひきつづいて，「一般大学における教員養成のあり方」「教育系大学・学部

における設置基準をめぐる諸問題」とともに，「教員養成における大学院のあり方｣などにつき

検討をすすめる考えである。その過程において諸大学からの意見を積極的に参照することにした

い○

以上,本報告書（案）に対して寄せられた各大学からの意見とその取り扱い方に関し，委員会

の見解をのべて「あとがき」とする。
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〔附〕

教員養成に関するアンケート

昭和４６年１１月８日
教員養成制度特別委員会

周知のように，国立大学協会においては，第７常置委員会において教員養成の検討を続けてき

た。同委員会は昨年６月に「教員養成制度について（中間報告(案))」（以下「中間報告(案))」

という）を作成して各大学の意見を求め，その回答に基づいて昨年11月に「教員養成制度につい

て（中間報告)」（以下「中間報告」という）をとりまとめた。

しかしながら，①教員養成は医学教育あるいは教養課程の問題と類似しているため，それを担

当する委員会もそれらの例にならって特別委員会とすべきではないか，②委員の構成について

も，常置委員会の場合は委員の定数に制限を受け，しかも，そのため委員もまた特定の大学に集

中する傾向が見られるので，特別委員会として多方面から適当な数の委員が加わるべきではない

か，の意見が有力になり，それらの意見に基づいて第７常置委員会を廃止して，新たに本委員会

が設置された。

本委員会としては「中間報告」を素材として引きつづき教員義成の検討を進めているが，「中

間報告(案)」に対しては教育系大学・学部以外の大学・学部からは必ずしも十分な意見が寄せら

れなかったので，このたびとくに，それらの大学・学部から「大学として教員養成を責任をもっ

て担って行くためにはどのような具体的施策・努力が必要か」についてご意見をうかがい，検討

のための資料とすることにした。

別紙について忌揮ないご意見をお寄せ下さい。
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（別紙）

（記入上のお願い）

1．適当と思われる事項には，その末尾の〔〕の中に○印をつけて下さい。

2．（（））の事項については，是非ご意見をお聞かせ下さい。

Ｉ教員養成の開放制について

現在，教員養成は大学で行なうということで，教員養成を主たる目的とする大学・学部（以下

教育系大学・学部という｡）に限らず，教育系大学・学部以外の大学・学部（以下一般大学・学

部という｡）においても一定の免許条件を充足すれば均しく教員免許状が授与されることになっ

ているが

（１）現行のように，教育系大学・学部と一般大学・学部とがそれぞれの特色を生かして教員養

成に当たるのがよい。〔〕

Ｍ）幼稚園，特殊教育の教員養成は，主として教育系大学・学部で行なう。

〔〕

⑨義務教育諸学校の教員養成は，主として教育系大学・学部で行なう。

〔〕

、高等学校教員の養成は主として，一般大学・学部で行なう。〔〕

㈲その他

（(意見》

（２）一般大学・学部では免許状取得について，卒業後何等かの条件が附加されることもやむを

得ない。〔〕

（(意見)）

Ⅱ免許基準について

(1)大学の行なう教員養成としては現行どうりでよい。〔〕

(2)科目別所要単位数などはほぼ現行にとどめるべきであるが，質を高める方策が必要であ

る。

《具体的方策)）

(3)免許基準を引きあげるのがよい。〔〕
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その場合以下の領域の所要単位数を増加すべきである。

一般教育科目〔〕教育実習〔〕

教科に関する専門科目〔〕教科教育〔〕

その他の教職科目〔〕

（(専門教育との関係と調整のための具体策)）

(4)一般大学・学部の場合，教育実習は卒業後に行なうようにする。（半年ないし１ケ年）

〔〕

（(意見)）

Ⅲ免許制度について

((以上のほか，免許制度について検討すべき問題点)）

Ⅳ附属学校について

教員養成を行なう以上附属学校を持つべきである。

((意見)）

〔〕

Ｖ教員の現職教育について

(1)研修機関としては教育系大学・学部が中心となるべきである。〔〕

(2)研修機関としては教育系大学・学部と一般大学・学部がともに参与すべきである。

〔〕

（(意見)）

Ⅵ産業教育教員（商業，エ業，農業，水産等）養成について

(1)産業教育教員の養成は，主としてそれぞれの専門大学・学部において行なう。

〔〕

(2)産業教育教員の養成に関しては，別に考慮する必要がある。〔〕

（(意見)）

Ⅶ以上のほか教員養成についての意見
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教員養成に関するアンケートの集計
一

一集計結果と若干の指摘一

I回収状況（47.2.20現在）

１．回答校数

2．回答件数

r1

LI

［

（１）文章回答を含む

（２）教育学部を持つ総合大学で，大学１本の回答をした大学(6)を含む

Ⅱ回答内容の分析

１．集計結果（別掲末尾参照）

有効回答196について集計したものである。

２．若干の指摘

（イ）教員蕊成の開放制について

ａ設問の意味での開放制にはほとんどの大学・学部が賛成してし

ｂ学校種別の分担については，

p１

設問の意味での開放制にはほとんどの大学・学部が賛成している。〔エー(1)〕

学校種別の分担については，

○幼稚園・特殊教育・小学校の教員養成は，主として教育系大学・学部が行なうことに

ついて，一般，教育系共に賛成が多い。〔１－(1)－(r０，１－(1)－(ﾛ)，１－(1)－F)）

○高等学校，中学校の教員養成については，一般と教育系とにかなりの指向性の違いが

ある。〔エー(1)－，，１－(1)－(p)，１－(1)－F、

(参考）エー(1)一目の((意見)）

一般大学・学部の意見

4４
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中学校教員養成には一般大学・学部も参与すべきである。

高等学校教員養成は一般大学・学部に限るべきである。

小学校にも専科教員制をとり入れて一般大学･学部卒業生を配置すべきである。

特殊教育の教員養成は教育系大学・学部では十分行なえない。

教育系大学・学部の意見

教員養成は高等学校教員をも含めて教育系大学・学部が中心的な役割を果たすべき

である。

高等学校の準義務教育化に伴い，高等学校教員の養成は教育系大学・学部が行

なうべきである。

幼稚園は義務教育でないので幼稚園教員の養成は教育系大学・学部で行なう必

要がない。

ｃ卒業後条件附加については約1/4がやむを得ないと考えている。〔１－(2)〕

（この意見は開放制の概念の修正につながる？）

（(意見))によれば

○上述の論拠は学部本来の目的達成の観点から教育実習，実地研究を学部教育に繰込む

ことが無理となっていることである。

○条件としては教育実習を卒業後に行なう（２～３ケ月）ことのほか，一定期間教職専

門教育（６ケ月～１年）を行なうことがあげられている。

（参考）エー(2)の((意見)）

大方は開放制の原則から望ましくないと述べている。

現に一般大学・学部の卒業生よりよい教員を出しているにも拘らず，その途がふさ

がれる。

一般大学・学部の卒業生が教職関係に弱いのは当然，それでよい。それぞれの特色

を生かした教員組織こそ望ましい。

(2)免許基準について

ａ「現行通り」の意見が90％を越えている。うち半数以上が質を高める方策の必要性を

認めている。〔Ⅱ－(1)，(2)〕その具体策としてやや頻数の多いものをあげれば，

教育実習を充実強化する

単位認定の基準を高める

$
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国家試験を実施する

教科教育法を中心として教職専門教育を充実する

教科専門教育を強化する。

などである。

（質を高める方策の必要性は教育系大学・学部の方が強く感じている）

ｂ免許基準引上げに賛成の意見は少ない。

引上げた場合の((専門教育との調整))については次の記述がある。

教科専門一調整の必要なし，他の領域の単位をへらす教育実習を卒業後へ，修業

年限の延長など

教育実習一卒業後

教科教育一専門科目をふやす

（教育系大学・学部では基準引上げの意見が比較的多い）

ｃ教育実習を卒業後にすることには1/４の賛成意見がある。〔Ⅱ－(4)〕

（(意見》によれば

理由学部教育の目的から考えて教育実習を在学中行なうのは無理

教育実習枝の確保困難

責任の持てる教育実習を実施するため

方法採用後実習，仮採用中実習

卒業後養成課程の専攻科などの研修実施機関，修士課程で行なう｡

(3)免許制度について

抽象的な開放制主張が多かったが，具体的なものとしては

国家試験制度の実施

短大での免許授与廃止

高等学校理科の免許教科（科目）の細分化

などである。

(4)附属学校について

４０％がその必要性を認めているが，《意見))によれば

研究・実習枝として必要である。

特権枝であってはならない
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の指摘が多かった。

(5)現職教育について

ａ質問事項(2)の支持が圧倒的に多い。〔Ｖ－(2)〕

（(意見))によれば
!U●０．_･

現職教育についてはむしろ専門大学が中心となるべきである。

（教科の現職教育こそ必要）

現職教育は教育系大学･学部の象では果たせない（特に中学校以上では）

などが論拠となっている。

ｂ現職教育の引受けについて，一般大学・学部と教育系大学・学部とでは期待にかなり

の開きがある。〔Ｖ－(1)，Ｖ－(2)〕

(6)産業教育教員蕊成について

ａ大多数が質問事項(1)の見解である。〔Ⅵ－(1)〕

ｂ一般大学・学部と教育系大学・学部とで見解の差はないといえる。

(7)その他の意見〔Ⅷ〕

顕著な意見は

ａ待遇改善

であるが，そのほか

ｂ教員養成が閉鎖的になるのは好ましくない

ｃ短大の免許授与の廃止

ｄ教科教育学の確立

などがあげられる。

〔附〕

回答整理を通じて，基本的問題と感じられたことは，

(1)「教科重視の教職観」と「教職重視の教職観」との調整，具体的には教育実習，実地研

究を教員養成教育の中で如何に位置づけるかの問題

(2)教職の専門性と開放制とのかかわりの問題

開放制堅持の意見は多かったが，現実に起きている問題についてその観点からどう対

処するかの意見は殆んど象られなかった（設問内容，方法による点もある）

である。

到
可
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教員養成に関するアンケート集計

②有効回答196について
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